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令和６年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と解決策の提案と 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

 

総括研究報告書 

 

研究代表者 永田 昌子 （産業医科大学 医学部 両立支援科学 准教授） 

研究要旨： 

平成 28年に公表された「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライ

ン」及び平成 30年度診療報酬改定などの政策や関係者の努力により、疾病を有する労

働者が治療と仕事を両立できる環境づくりは進んだ。しかし依然十分とはいえず、治療

と仕事を両立しやすい環境づくりのさらなる深化が求められている。2つの観点に着目

し、研究を行った。 

 １）治療と仕事の両立における体制整備と運用 

治療と仕事の両立を目指す労働者に対しては、通院のための時間確保や業務量の軽

減といった柔軟な勤務制度が求められる。制度の普及率は依然として低く、特に中小企

業では導入割合が 5 割に満たない。導入後も育児休業制度と同様に実際の運用が進ま

ない懸念もあり、制度を利用しやすい職場環境の整備が求められている。制度の活用を

進めるには、グッドプラクティスや普及を妨げる要因とその解決策をさらに調査する

必要がある。 

制度の整備と活用について企業（大企業と中小企業）を対象にインタビュー調査を行

った。取組の契機として、社長や産業医などキーパーソンの交代、がん治療やメンタル

ヘルス不調者の発生、人材確保の必要性（離職防止、ワークライフバランス改善）、外

部認証取得の希望などが挙げられた。大企業における調査では、制度導入の背景には法

改正や他社動向、社内の困難事例が契機となることが多かった。障壁として、大企業で

は、制度の対象範囲や公平性の担保、既存制度との調整が挙げられ、運用段階では社内

手続きの煩雑さや職場文化の壁が立ちはだかっていた。障壁を乗り越える工夫として、

中小企業では、制度の名称や体制の変更、多能工化、経営トップを巻き込んだ継続的な

従業員対応などが挙げられた。大企業では、在宅勤務やフレックス制度などの既存制度

の併用、制度内容の明確化、e-learningや独自に作成したハンドブックを用いた周知、

制度利用可能な業務への配置転換などの工夫が講じられていた。 

 全国の労働者を対象としたインターネット調査では、治療を必要とする疾患として、

がん、狭心症・心筋梗塞、慢性腎臓病・腎不全・透析治療、炎症性腸疾患を有し、就労

している人のうち 61％は、「支援や配慮は不要な体調であり、支援や配慮を受けていな

い」と回答した。一方で、15％は、「支援や配慮が必要な体調であるが、支援や配慮を
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受けていない」と回答した。大企業において「支援や配慮が必要な体調であるが、支援

や配慮を受けていない」割合が高い傾向が見られた。大企業における制度の存在と活用

のギャップや、中小企業における柔軟な対応の実態、業種による両立支援の難易度の差

などが明らかとなった。 

企業規模により、治療と仕事の両立における体制整備と運用のアプローチが異なる

と考えられた。制度が確立している大企業では、制度の利用しやすさを目的とした活動

が重要であり、制度利用に対する心理的障壁の軽減、上司や同僚の理解促進などの取り

組みが不可欠である。一方、中小企業においては、個別対応の柔軟性という利点を維持

しながら、支援の継続性や客観性を担保するための仕組みづくりが重要である。 

 

２）疾病に関連した安全配慮上のリスクが残存する事例対応のプロセスモデルの整

理 

疾病に伴い安全上のリスクが残る場合の対応も課題である。治療と仕事の両立支援

ガイドラインでは、疾病の悪化や労災防止の観点から、医療機関の意見を基に就業上の

措置を講じることが求められている。しかし、安全上のリスクが残存する事例もある。

過度にリスクを見積もることで不適切に就労機会を奪うことがないよう、企業が踏む

べきプロセスを明確化し、災害時の責任範囲を整理することで、企業も安心して両立支

援に取り組める環境づくりが期待される。がんや難病といった疾患を抱える当事者や

支援者を対象に安全配慮上の懸念が生じた経験を尋ねた調査を通じて、①「継続的に働

くことができないのではないか」という懸念、②感染症に罹患する危険性に関する懸

念、③転倒等の危険性に関する懸念、④「安全な通勤ができるか」という懸念と、その

要因となる誤解を含む過剰な懸念（外見からは症状が分かりづらいケースも多く，職場

内で疾病への理解を得にくいことなども要因）が抽出され、疾患悪化への不安が退職に

もつながり得ることが示された。全国の労働者を対象としたインターネット調査では、

治療を必要とする疾患として、がん、狭心症・心筋梗塞、慢性腎臓病・腎不全・透析治

療、炎症性腸疾患を有し、就労している人のうち安全配慮上の懸念についても一定数の

労働者が経験していた。事業場規模別にみると、500人以上の規模の事業場が有意に高

い割合であり、「安全配慮義務」に関する認識については、大企業においてより広く浸

透していると推察された。難病やがんなどの疾病に関しては、実際に危険性が残存する

状況で就労が行われるケースを想定し、事業主が安全配慮義務を適切かつ十分に履行

したといえるプロセス案の作成にも取り組んだ。このプロセス案は一定の有用性があ

る一方で、過剰な適用により労働機会の損失を招く懸念や、運用主体・方法の不明確さ

といった課題が指摘された。修正を重ね、次年度完成させる予定である。  

本研究で得られた知見は、企業規模や業種、疾病の特性に応じた「治療と仕事の両立

支援の環境整備のための手引き集」へと取りまとめていく予定である。 

研究分担者 

森 晃爾    （産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 教授） 
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立石 清一郎 （産業医科大学 産業生態科学研究所 災害産業保健センター 教授） 

三柴 丈典   （近畿大学 法学部 教授） 

古屋 佑子   （東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学 助教） 

日野 亜弥子 （産業医科大学 産業生態科学研究所 産業精神保健学研究室 助教） 

永田 智久   （産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 准教授） 

原田 有理沙  （産業医科大学 医学部 両立支援科学 助教） 

小田上公法  （産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 助教） 

 

 

研究協力者 

林 和宏    （協和綜合法律事務所 弁護士） 

桜井なおみ  （キャンサーソリューションズ（株） 代表取締役）

江口 尚    （産業医科大学 産業生態科学研究所 産業精神保健学研究室 教授） 

深井 航太  （東海大学 医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学 講師） 

立道 昌幸  （東海大学 医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学 教授） 

渡邉 萌美  （産業医科大学病院 両立支援科 修練医） 

古江 晃子  （産業医科大学病院 両立支援科 修練医） 

田崎牧子   （千葉大学大学院 看護学研究院 先端実践看護学研究部門 高度実践看

護学講座・特任講師） 

中澤祥子   （東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・助教） 

酒井洸典   （東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・助教）  
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Ａ．目的 

平成 28 に公表された「事業場における

治療と仕事の両立支援のためのガイドラ

イン」及び平成 30 年度診療報酬改定など

の政策や関係者の努力により、疾病を有

する労働者が治療と仕事を両立できる環

境づくりは進んだ。しかし依然十分とは

いえず、治療と仕事を両立しやすい環境

づくりのさらなる深化が求められている。 

解決策を考える上で、「身体疾患を有す

る患者の治療と就労の両立を支援するた

めの主治医と事業場の連携方法に関する

研究（平成 26－28 年度）」に示された両

立支援を推進するための提言を参考にす

ると、現在、（２）ソフト面でのバリアフ

リー社会の構築、（４）両立支援に関する

判断を行う医療者や事業主のリスクへの

対応が依然不十分と考えられる。 

これらの制度を導入・運用できている

グッドプラクティスと普及を阻害してい

る要因と解決方策を明らかにする必要が

ある。特に、対面でのサービス業やチーム

で行う建設業など、柔軟な働き方の設計

が困難な業種でのグッドプラクティスが

広く企業に周知される必要がある。 

また、危険性が一定程度ある状況で復

帰する事例も想定されるが、その際、企業

側が踏むべきプロセス等は明確にはされ

ていない。企業側が踏むべきプロセスを

明らかにすることで、災害等が発生した

場合の免責要件が明確になり、企業側も

安心して治療と仕事の両立支援に取り組

む環境づくりにつながる可能性がある。 

 

Ｂ．方法 

本目的を達成するために以下の６つの

研究を遂行した。 

1. 治療と仕事の両立における体制整備

と運用に関するインタビュー調査

（中小企業）      

2. 治療と仕事の両立における体制整備

と運用に関するインタビュー調査

（大企業）   

3. 疾病に関連した安全配慮上のリスク

が残存する事例対応のプロセスモデ

ルの整理事例収集調査 ～当事者か

らの事例収集 がんを中心に ～                   

4. 疾病に関連した安全配慮上のリスク

が残存する事例対応のプロセスモデ

ルの整理：事例収集および手引き集

作成のためのインタビュー調査 ～

難病を中心に～ 

5. 疾病に関連した安全配慮上の危険性

が残存する場合のプロセス案の作成 

6. 治療と仕事の両立支援の実態調査 

～企業規模別：必要な配慮の提供と

安全配慮上の懸念の経験について～ 

 

Ｃ．結果 

分担研究ごとの研究要旨を以下に示す。 

 

1. 治療と仕事の両立における体制整備

と運用に関するインタビュー調査

（中小企業）    

中小企業の中で治療と仕事の両立を支

援する際に使用されている制度や体制、

効果的な支援方法について、導入・運用時

の障壁とその解決策を明らかにするため、

1 か所 300 人未満の事業所である全国の

11 企業（分散企業を含む）の人事担当者

等にオンラインインタビュー調査を行っ

た。11 企業で聴取した制度や体制は、一

部の企業で特色ある制度や体制を持って

いる企業もあったが、多くは従業員のほ

とんどが使える制度を準用していた。制

度・体制づくりのきっかけとして、社長の
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交代、産業医の交替などキーパーソンが

きっかけとなっているケースが複数でみ

られた。そのほか、がん治療やメンタルヘ

ルス不調者の出現、ワークライフバラン

スの確保、離職・退職理由の改善など、組

織における人材確保の観点も複数の企業

から挙げられた。また、このような取り組

みのきっかけのひとつに、少数ではある

が外部認証の取得希望も挙げられた。障

壁として挙げられたのは、経営層・役員の

認識の違い、対象の従業員の利用に対す

る意識・申し訳なさ、情報共有の仕組み、

金銭的な問題、人材確保の問題であった。

対する工夫としては、名称変更や体制変

更、デジタル化といった体制整備の工夫

も見られていたが、多くの工夫は一度で

できるものではなく、トップを巻き込ん

だ地道な従業員対応であった。このよう

な取組み実施による効果として、経営や

離職、採用などで一定の効果が出ている

とした回答が多かった。中小企業は大企

業に比べ知名度が低く、今回インタビュ

ーした従業員を大切にする風土を持つ企

業であっても、人材確保に課題があった。

この点の改善にあたって、働き方を柔軟

化し、治療と仕事の両立を支援すること

は、人手不足に対するインセンティブや

採用に関する効果を示せると考えられた。

しかし、これらは治療と仕事の両立に対

する支援の取組みと働き方改革、健康経

営への取組みなどが、並行して行われた

結果であり、両立支援単独の効果とはい

えない。働き方改革と一体的な両立支援

に関するインタビュー調査は、更なる追

加が必要であると考えられた。 

 

2. 治療と仕事の両立における体制整備

と運用に関するインタビュー調査

（大企業）  

 本調査は、大企業における「治療と仕事

の両立支援制度」の導入と運用に関する

実態を把握し、導入時の障壁やそれに対

する工夫、制度の効果と課題を明らかに

することを目的として実施した。対象は、

治療と仕事の両立支援に関する実績を有

する従業員 1,000人以上の大企業 9社（機

械 3 社、化学 2 社、電気機器 2 社、輸送

用機器 1 社、医薬品 1 社）で、2025 年 3

月にオンラインでの半構造化インタビュ

ーを行った。 

結果として、制度導入時の主な障壁には、

対象職種や対象疾患の線引き、労使合意

形成の困難さ、既存制度との重複、制度適

用の公平性確保などがあった。これらの

課題に対しては、産業医の専門知見を活

かした労組との調整、実際の困難事例の

発生を契機とした制度導入機運の高まり、

他社事例の活用、法改正や健康経営の枠

組みを活かした社内推進などが有効であ

った。制度運用段階では、医療関連情報共

有の方法や申請承認フローの煩雑さ、制

度利用しづらい職場文化、経済的不利、部

門間での運用差などが課題となった。こ

れに対しては、在宅勤務やフレックス制

度などの既存制度の併用、制度内容の明

確化、e-learning や独自に作成したハン

ドブックを用いた周知、制度利用可能な

業務への配置転換などの工夫が講じられ

ていた。制度利用者からは「安心感がある」

「選択肢が広がった」といった肯定的な

声が寄せられ、管理職の意識変化も確認

された。一方で、利用実績が少ない制度に

ついては、社内への影響が限定的との声

もあった。導入による効果として、離職予

防や人事部門と健康管理部門の連携強化、

健康経営認定への寄与などが挙げられた
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が、多くは主観的な感想にとどまってい

た。 

今後の制度導入においては、制度設計初

期からの産業保健スタッフの関与や、公

的情報・他社事例の活用、丁寧な労使コミ

ュニケーション、制度利用に関するモデ

ルケースの提示などが有効であることが

示唆された。 

 

3. 疾病に関連した安全配慮上のリスク

が残存する事例対応のプロセスモデ

ルの整理事例収集調査 ～当事者か

らの事例収集 がんを中心に ～  

治療と仕事の両立支援ガイドラインで

は、治療と仕事の両立支援を行うに当た

っての留意事項に、「（１）安全と健康の確

保 治療と仕事の両立支援に際しては、

就労によって、疾病の増悪、再発や労働災

害が生じないよう、（中略）適切な就業上

の措置や治療に対する配慮を行うことが

前提である」との記載がある。疾病の増悪、

再発や労働災害が生じないために、企業

は、医療機関からの意見書をもとに疾病

の増悪や事故災害の危険性について評価

し、適切な就業上の措置を検討する。しか

し、疾病の増悪や事故災害の危険性が一

定程度予見される場合がある。危険性の

評価が難しいと感じたり、危険性を過大

に捉えたりすると、不適当に労働者の就

労の機会を失わせる結果となりうる。こ

のように危険性が一定程度ある状況で復

帰する事例も想定されるが、その際、企業

側が踏むべきプロセス等は明確にはされ

ていない。企業側が踏むべきプロセスを

明らかにすることで、災害等が発生した

場合の免責要件が明確になり、企業側も

安心して治療と仕事の両立支援に取り組

む環境づくりにつながる可能性がある。  

がんの患者らの当事者らの、職場復帰

／治療と仕事を両立している中で、職場

から安全上の懸念を表明された経験等に

ついて、がん患者らの支援をする団体に

調査を依頼した。 

がん患者ら当事者の事例を 10 事例収

集した。がんの患者らの当事者らの、職場

復帰／治療と仕事を両立している中で、

職場から安全上の懸念を表明された経験

等と調査し、４要素を抽出した。「継続的

に働くことができないのではないか」と

いう懸念、感染症に罹患する危険性に関

する懸念、転倒等の危険性に関する懸念、

「安全な通勤ができるか」という懸念と、

その要因となる誤解を含む過剰な懸念が

抽出された。これらの懸念を参考に、「事

業主が安全配慮義務を適切かつ十分に履

行したといえるプロセス」を再検討する

予定である。 

                  

4. 疾病に関連した安全配慮上のリスク

が残存する事例対応のプロセスモデ

ルの整理：事例収集および手引き集

作成のためのインタビュー調査 ～

難病を中心に～ 

 

治療と仕事の両立支援ガイドラインで

は，治療と仕事の両立支援を行うにあた

っての留意事項に，「安全と健康の確保 

治療と仕事の両立支援に際しては，就労

によって，疾病の増悪，再発や労働災害が

生じないよう，（中略）適切な就業上の措

置や治療に対する配慮を行うことが前提

である」との記載がある。疾病の増悪，再

発や労働災害が生じないために，企業は，

医療機関からの意見書をもとに疾病の増

悪や事故災害の危険性について評価し，

適切な就業上の措置を検討する。 
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しかし，疾病の増悪や事故災害の危険

性が一定程度予見される場合がある。危

険性の評価が難しいと感じたり，危険性

を過大に捉えたりすると，不適当に労働

者の就労の機会を失わせる結果となりう

る。危険性が一定程度ある状況で復帰す

る事例も想定されるが，その際，企業側が

踏むべきプロセス等は明確にはされてい

ない。企業側が踏むべきプロセスを明ら

かにすることで，災害等が発生した場合

の免責要件が明確になり，企業側も安心

して治療と仕事の両立支援に取り組むこ

とができるようになるだろう。 

本研究では，疾病に関連した安全配慮

上のリスクが残存する労働者の就労にお

いて，両立支援に関する判断を行う事業

主のリスクに対応するためのプロセス整

理を行うために，難病の当事者および支

援者を対象としたインタビュー調査を行

った。 

7 事例（当事者 2 事例，支援者 5 事例）

が収集された。難病の経過は多様であり，

症状の不安定さや進行性，外見からの分

かりにくさなどから，就労支援には長期

的かつ柔軟な対応が求められる。インタ

ビュー調査では，当事者・職場の双方が安

全上の懸念を抱えている事例が多く，特

に当事者は，疾患悪化への不安が退職に

もつながり得ることが示された。リスク

を過大に見積もらないためにも，主治医

や産業医などの意見を参考に，疾患の特

性，職務内容，本人の希望を踏まえながら，

リスクと配慮のバランスを当事者と職場

で適切に評価・共有することが重要であ

る。その上で，何が実行可能な配慮である

かを，当事者と職場との間で整理してい

くプロセスが求められる。 

 

5. 疾病に関連した安全配慮上の危険性

が残存する場合のプロセス案の作成 

 

 疾病の増悪、再発や労働災害が生じな

いために、企業は、医療機関からの意見書

をもとに疾病の増悪や事故災害の危険性

について評価し、適切な就業上の措置を

検討する。しかし、疾病の増悪や事故災害

の危険性が一定程度予見される場合があ

る。危険性の評価が難しいと感じたり、危

険性を過大に捉えたりすると、不適当に

労働者の就労の機会を失わせる結果とな

りうる。このように危険性が一定程度あ

る状況で復帰する事例も想定されるが、

その際、企業側が踏むべきプロセス等は

明確にはされていない。企業側が踏むべ

きプロセスを明らかにすることを本分担

研究の目的とした。 

 「治療と仕事の両立支援に伴う、身体疾

患関連の安全配慮上の課題に対し、事業

主が安全配慮義務を適切かつ十分に履行

したといえるプロセス」の作成のために、

を４つのステップ１）β版の作成 ２）β

版を用いて分析した症例検討事例の作成、

３）β版に対する弁護士による課題の確

認、４）班会議での議論を行った。 

 疾病に関連した安全配慮上の危険性が

残存する場合のプロセス案を作成した。

プロセスを履行することで安全配慮義務

の履行は十分な可能性があるものの、プ

ロセスを利用もしくは厳格な運用をする

ことにより、労働機会の損失等に繋がる

可能性が指摘された。また、プロセスの実

効性（情報共有と理解、誰がこのプロセス

を運用するか）にも疑問が残った。これら

の課題を考慮して、プロセス案を修正す

る必要がある。 
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6. 治療と仕事の両立支援の実態調査 

～企業規模別：必要な配慮の提供と

安全配慮上の懸念の経験について～ 

 

疾病を抱えながら働く労働者の「配慮

の要否と配慮の有無」と「安全配慮上の懸

念の経験」を、明らかにすることを目的と

して、日本全国の労働者を対象にインタ

ーネット調査を実施した。 

調査の結果、治療を必要とする疾患とし

て、がん、狭心症・心筋梗塞、慢性腎臓病・

腎不全・透析治療、炎症性腸疾患を有し、

就労している人のうち 61％は、「支援や配

慮は不要な体調であり、支援や配慮を受

けていない」と回答した。一方で、15％は、

「支援や配慮が必要な体調であるが、支

援や配慮を受けていない」と回答した。大

企業において「支援や配慮が必要な体調

であるが、支援や配慮を受けていない」割

合が高い傾向が見られた。また、「通院や

体調不良時の休みをとりやすい周囲の理

解がある」、「病気休職をとりやすい周囲

の理解がある」など、周囲からの理解に関

する配慮を必要としている人が多かった。 

安全配慮上の懸念についても一定数の労

働者が経験していた。事業場規模別にみ

ると、500人以上の規模の事業場が有意に

高い割合であった。 

 本調査からは、大企業における制度の

存在と活用のギャップや、中小企業にお

ける柔軟な対応の実態、業種による両立

支援の難易度の差などが明らかとなった。 

これらの調査結果を企業が治療と仕事の

両立支援の環境整備のための手引き集に

反映させる予定である。 

 

Ｄ．考察 

  

 本研究では、企業における「治療と仕事

の両立支援」の体制整備や運用実態、安全

配慮に関する課題とその対応について、

インタビュー調査やインターネット調査

を通じて検討を行った。特に中小企業・大

企業それぞれの事情を踏まえた両立支援

の促進に向けた示唆を得た。 

また、安全配慮上の懸念の事例を収集

した上で「疾病に関連した安全配慮上の

危険性が残存する場合のプロセス案」を

作成した。 

 

1.治療と仕事の両立のために必要な勤務

制度等の導入の障壁とその解決策の提案 

取組の契機） 

中小企業調査では、社長や産業医など

キーパーソンの交代、がん治療やメンタ

ルヘルス不調者の発生、人材確保の必要

性（離職防止、ワークライフバランス改

善）、外部認証取得の希望などが挙げられ

た。 

大企業における調査では、制度導入の

背景には法改正や他社動向、社内の困難

事例が契機となることが多かった。 

 

取り組みや運用の障壁） 

中小企業では、経営層の理解不足、従業

員の利用への心理的負担、情報共有体制

の不備、資金や人材の不足が挙げられた。 

大企業では、制度の対象範囲や公平性

の担保、既存制度との調整が挙げられ、運

用段階では社内手続きの煩雑さや職場文

化の壁が立ちはだかっていた。 

 

障壁を乗り越える工夫） 

中小企業では、制度の名称や体制の変
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更、多能工化、経営トップを巻き込んだ継

続的な従業員対応などが挙げられた。大

企業では、在宅勤務やフレックス制度な

どの既存制度の併用、制度内容の明確化、

e-learning や独自に作成したハンドブッ

クを用いた周知、制度利用可能な業務へ

の配置転換などの工夫が講じられていた。 

 

得られた効果） 

多くの企業で経営面、離職率改善、採用

面での効果を実感。特に知名度の低い中

小企業では、柔軟な働き方と両立支援に

より人材確保の改善が期待される。制度

利用者からは「安心感がある」「選択肢が

広がった」といった肯定的な声が寄せら

れ、管理職の意識変化も確認された。一方

で、利用実績が少ない制度については、社

内への影響が限定的との声もあった。導

入による効果として、離職予防や人事部

門と健康管理部門の連携強化、健康経営

認定への寄与などが挙げられたが、多く

は主観的な感想にとどまっていた。 

 

 全国の労働者を対象としたインターネ

ット調査では、治療を必要とする疾患と

して、がん、狭心症・心筋梗塞、慢性腎臓

病・腎不全・透析治療、炎症性腸疾患を有

し、就労している人のうち 61％は、「支援

や配慮は不要な体調であり、支援や配慮

を受けていない」と回答した。一方で、

15％は、「支援や配慮が必要な体調である

が、支援や配慮を受けていない」と回答し

た。大企業において「支援や配慮が必要な

体調であるが、支援や配慮を受けていな

い」割合が高い傾向が見られた。また、「通

院や体調不良時の休みをとりやすい周囲

の理解がある」、「病気休職をとりやすい

周囲の理解がある」など、周囲からの理解

に関する配慮を必要としている人が多か

った。大企業における制度の存在と活用

のギャップや、中小企業における柔軟な

対応の実態、業種による両立支援の難易

度の差などが明らかとなった。 

大企業においては、大企業においては、

統一的な制度の整備を欠いた場合、従業

員間での処遇等の格差が生じ、公平性の

確保が問題となる。一方、中小企業におい

ては、限定的な人員構成により形成され

る密接な人間関係を基盤として、明文化

された制度が存在しない場合であっても、

相互扶助的な職場環境が自然発生的に構

築されやすい傾向にあることが要因と考

えられた。 

 これらを受けて、制度が確立している

大企業では、制度の利用しやすさを目的

とした活動が重要であり、制度の存在と

実際の活用との間に生じるギャップを解

消するため、制度利用に対する心理的障

壁の軽減、上司や同僚の理解促進などの

取り組みが不可欠である。一方、中小企業

においては、個別対応の柔軟性という利

点を維持しながら、支援の継続性や客観

性を担保するための仕組みづくりが重要

である。 

 

2. 疾病に関連した安全配慮上の危険性

が残存する場合のプロセス整理 

 

がんや難病といった疾患を抱える当事

者や支援者から得られた事例やインタビ

ューを通じて、①「継続的に働くことがで

きないのではないか」という懸念、②感染

症に罹患する危険性に関する懸念、③転

倒等の危険性に関する懸念、④「安全な通

勤ができるか」という懸念と、その要因と

なる誤解を含む過剰な懸念（外見からは
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症状が分かりづらいケースも多く，職場

内で疾病への理解を得にくいことなども

要因）が抽出され、疾患悪化への不安が退

職にもつながり得ることが示された。 

全国の労働者を対象としたインターネ

ット調査では、安全配慮上の懸念につい

ても一定数の労働者が経験していた。事

業場規模別にみると、500人以上の規模の

事業場が有意に高い割合であり、「安全配

慮義務」に関する認識については、大企業

においてより広く浸透している可能性が

ある。 

 

難病やがんなどの疾病に関しては、実

際に危険性が残存する状況で就労が行わ

れるケースを想定し、事業主が安全配慮

義務を適切かつ十分に履行したといえる

プロセス案の作成にも取り組んだ。この

プロセス案は一定の有用性がある一方で、

過剰な適用により労働機会の損失を招く

懸念や、運用主体・方法の不明確さといっ

た課題が指摘された。プロセスを運用す

る場合、事業主や産業保健スタッフは、安

全配慮上の危険性以外に、労働者の収入

の減少などのリスクや事業者にとってコ

スト負担などのリスクなども加味した総

合的な判断を行うことが求められる。比

較が困難な多様なリスクが存在している

中で仲介者の存在が必要であり、現時点

では独立性が法的に担保されている産業

保健スタッフが担うことが望ましいと考

えられた。産業保健スタッフが不在であ

るなどの場合においては両立支援コーデ

ィネーターを積極的に活動させることも

一つの案である。一方で、産業保健スタッ

フ自体が、リスクに関する十分な知識を

持っていない場合、過剰リスク対応の指

示・助言が事業者や労働者になされるこ

とで、労働者の安全以外のすべてのステ

ークホルダーのあらゆるリスクが上昇し

ていることを認識することの重要性が示

唆された。これらの課題を考慮して、プロ

セス案を修正する必要がある。 

    

本研究で得られた知見は、企業規模や

業種、疾病の特性に応じた「治療と仕事の

両立支援の環境整備のための手引き集」

へと取りまとめていく予定である。 

 

Ｆ．引用・参考文献 

 各分担研究に記載 

 

G. 学会発表 

1. 論文発表 

なし 

2. 学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況：(予定を

含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

2. 実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業 

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と 

解決策の提案と疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

（240301-03） 

 

 

 

分担研究報告書 

 

 

 治療と仕事の両立における 

体制整備と運用に関するインタビュー調査（中小企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者  古屋佑子 

（東海大学 医学部 衛生学公衆衛生学 助教） 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業費補助金  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と解決策の提案と 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

分担研究報告書 

治療と仕事の両立における勤務制度のインタビュー調査（中小企業） 

研究分担者 古屋 佑子（東海大学医学部基盤診療学系衛生学公衆衛生学・助教） 

研究要旨：中小企業の中で治療と仕事の両立を支援する際に使用されている制度や体

制、効果的な支援方法について、導入・運用時の障壁とその解決策を明らかにするた

め、1 か所 300 人未満の事業所である全国の 11 企業（分散企業を含む）の人事担当者

等にオンラインインタビュー調査を行った。11 企業で聴取した制度や体制は、一部の

企業で特色ある制度や体制を持っている企業もあったが、多くは従業員のほとんどが

使える制度を準用していた。制度・体制づくりのきっかけとして、社長の交代、産業医

の交替などキーパーソンがきっかけとなっているケースが複数でみられた。そのほか、

がん治療やメンタルヘルス不調者の出現、ワークライフバランスの確保、離職・退職理

由の改善など、組織における人材確保の観点も複数の企業から挙げられた。また、この

ような取り組みのきっかけのひとつに、少数ではあるが外部認証の取得希望も挙げら

れた。障壁として挙げられたのは、経営層・役員の認識の違い、対象の従業員の利用に

対する意識・申し訳なさ、情報共有の仕組み、金銭的な問題、人材確保の問題であった。

対する工夫としては、名称変更や体制変更、デジタル化といった体制整備の工夫も見ら

れていたが、多くの工夫は一度でできるものではなく、トップを巻き込んだ地道な従業

員対応であった。このような取組み実施による効果として、経営や離職、採用などで一

定の効果が出ているとした回答が多かった。中小企業は大企業に比べ知名度が低く、今

回インタビューした従業員を大切にする風土を持つ企業であっても、人材確保に課題

があった。この点の改善にあたって、働き方を柔軟化し、治療と仕事の両立を支援する

ことは、人手不足に対するインセンティブや採用に関する効果を示せると考えられた。

しかし、これらは治療と仕事の両立に対する支援の取組みと働き方改革、健康経営への

取組みなどが、並行して行われた結果であり、両立支援単独の効果とはいえない。働き

方改革と一体的な両立支援に関するインタビュー調査は、更なる追加が必要であると

考えられた。 

研究協力者 

田崎牧子（千葉大学大学院 看護学研究院 先端実践看護学研究部門 高度実践看護

学講座・特任講師） 

永田昌子（産業医科大学医学部 両立支援科学講座・准教授） 

渡邉萌美（産業医科大学医学部 両立支援科学講座・修練医） 

中澤祥子（東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・助教） 
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立道昌幸（東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・教授） 

深井航太（東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・准教授） 

酒井洸典（東海大学医学部 基盤診療学系 衛生学公衆衛生学・助教） 

Ａ．目的 

2024 年、日本の人口の約半数が 50 歳

以上となった。超高齢社会となった日本で

は労働力確保の観点から高齢労働者が増

加し、何らかの疾患を治療しながら就労する

労働者が増えている。治療を続けることは治

療費の問題、患者の経済的側面に大きな影

響 が あ る 。 Comprehensive Score for 

financial Toxicity（COST）と呼ばれる経済

毒性測定ツールの日本語翻訳版を使用し

て行われた調査において、日本人がん患者

のCOSTスコアは、若年、世帯貯蓄の低さ、

非正規雇用、がんに起因する離職等で低く、

より経済毒性が高いことが示されており 1)、

国民皆保険を実現している日本においても

治療に経済的な問題があることが世界的に

話題となった。病気の治療をしながら仕事を

続ける労働者が発生したとき、多くの企業で

は休暇取得や通院時間の確保など「個人的

な事情に対する配慮」としての支援は随時

行われている。しかし、事例発生時のみの

対応に終始し、就業規則や勤務制度等へ

の対応は、中小企業ほど進められていない。

過去の企業調査においても、短時間勤務や

時差出勤、時間単位の有給休暇など、治療

と仕事の両立に際して利用可能な制度の有

無に対する質問となると、その普及率が急

激に低くなることが示されている 2）。 

「事業場における治療と仕事の両立支援

のためのガイドライン」3）や「企業・医療機関

連携マニュアル」4)の発出、「療養・就労両立

支援指導料」5）の新設などにより、企業や医

療機関が患者に行う支援策は少しずつ増加

している。企業が治療と仕事の両立を支援

する場合、他の労働者への負担増加を防止

するため、就業規則等による制度や職場ル

ールの明確化など環境整備が必要であると

されているが、日本の労働者の約 65%は中

小企業に勤務していることから 6)、これらの

企業では人材不足や企業の財政、景気等

の影響により、法令以上の職場環境改善は

進みにくい現実がある。一方、日本企業の

大多数を占める中小企業における支援が定

着していかなければ、治療と仕事の両立支

援は普及していかない。 

本研究は、中小企業の中で実際に治療と

仕事の両立を支援する際に使用される勤務

制度や体制の内容、制度・体制づくりにおけ

る障壁・解決策等に関するインタビューを人

事担当者等に行い、実際にどのような制度

を導入し、どのような制度が支援に効果的と

感じているのか、導入時や運用時の障壁は

何か、どう解決したか、といった具体的な対

応の実態を明らかにすることを目的とした。

これにより、中小企業が支援するための制

度や環境づくり、多種多様な方法により支援

可能であることを示し、治療と仕事の両立支

援をさらに企業に普及させていく基礎資料と
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なることを目指す。 

 

Ｂ．方法 

１）インタビュー内容 

東海大学倫理審査委員会の承認ののち、

質問内容を事前に提示する非構造化面接

の手法を用いたインタビュー調査を実施した。

全国を対象としたオンラインでのインタビュ

ー調査とし、企業規模、業種、質問する制度

の内容に合わせ、随時インタビュー内容を

調整した。インタビューした内容は録音

し、逐語録を作成した。インタビュー内容

は、SSDに保存した。質問項目は以下の通

りとし、基本情報の一部は調査票を用いて

記載を依頼し、回収した。分担研究者 4 名

が、KH Coderを用いて、分析した。 

① 企業の基本情報（企業規模・業種、産

業保健スタッフの有無等）と対応者の

属性（所属、業務内容等） 

② 治療と仕事の両立に関する情報（人数、

制度、社内変革等） 

③ 治療と仕事、介護・育児と仕事で利用

できる制度と利用状況 

④ どのような経緯で制度の導入に至っ

たか 

⑤ 制度導入時の障壁とその解決策 

⑥ 制度運用時の課題と工夫 

⑦ 導入した制度等の活用による社員の

声や社内の反響 

⑧ 制度導入の効果（女性活躍や求人市場

でのメリットなど間接的な効果含む） 

⑨ 両立支援「制度」以外のアプローチ（組

織変更や DX等）の有無 

⑩ その他（両立支援における社内事情等） 

 

 

２）対象者 

対象者は、現在または過去に治療と仕事

の両立支援を行った経験のある企業であり、

かつ治療と仕事の両立で使用できる制度・

体制を導入している企業の人事担当者等と

した。 

企業は研究者の保有するネットワークによ

る機縁法、または厚生労働省や経済産業省

の健康経営・女性活躍等の関連で公開され

ている公的情報源を用いてリクルートした。リ

クルートする企業は、中小企業庁の定義す

る 100 名未満の企業を最優先とするが、小

売卸売サービス業以外の業種の定義である

300 人未満の企業を全体に準用し、リクル

ートした。これらの企業がリクルートできない

場合には、1か所 300人～500人の中規模

企業も対象とすることとし、全体で 1000名を

超える企業であっても、1カ所 300人程度の

事業所が集合する分散企業であれば、イン

タビュー対象とした。 

治療と仕事の両立支援を行った経験は過

去または現在とし、1 例以上持つこととした。

支援ケースの病名は、メンタルヘルス不調、

不妊治療、がん治療、脳梗塞後の復職等の

病名を限定せず、全ての治療内容を含めた。 

 

Ｃ．結果 

 2024 年度中に合計 20 企業に依頼し、11
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社から承諾の返答があった。厚生労働省な

どの公的機関が発行する企業情報を用いた

リクルートでは、11 社に依頼メール等を出し

たが、承諾の返事があったのは 2 社のみで、

その他の企業からは反応もなかった。 

 

１）企業情報 

 インタビューを実施することができた 11 社

の基本的な企業情報を以下に示す。 

 企業（所在）   業種 従業員数 備考 

A社（東京都）  医療  10 

B社（東京都）  建設  236 

C社（秋田県）  教育  15 

D社（埼玉県）  印刷  70 

E社（東京都）  建設  109 

F社（新潟県）  小売  850   分散 

G社（鹿児島県） 卸売  717   分散 

H社（長野県）  製造  1687  分散 

I社（東京都） 情報通信 100 

J社（埼玉県）  金融  521   分散 

K社（鹿児島県） 印刷  60 

300人未満の中小企業が 7社で、500人

以上の中規模で分散事業所を持つ企業が

4社であった。 

 

２）採用する制度と体制 

治療と仕事の両立で使用できる制度や体

制は以下の通りであった。多くの企業は、治

療と仕事の両立に特有の制度を有している

のではなく、従業員の多くが使える制度を準

用できる制度としていた。不妊治療や育児・

介護への支援と重なるなどして、多くの利用

が見込める制度の導入が行われていた。一

方、事前に制度の適応者が少ないことが予

想された場合で導入を進めるには、全体の

利益となることを抱き合わせて導入するなど

の工夫がみられていた。 

２－１）制度 

 時差出勤制度 

 フレックス勤務制度 

 勤務間インターバル制度 

 ノー残業デー 

 短時間勤務制度 

 テレワーク制度 

 半日単位、時間単位の有給休暇制度 

 失効有給の積立制度 

 試し出勤・リハビリ出勤制度 

 通院休暇、治療休暇、休職制度 

 カムバック制度 

 短時間正社員制度 

 職種間移動制度 

特有な制度は「職種間移動制度」であっ

た。この制度は、正社員、パートタイマー、ア

ルバイトなどの職種を希望によって移動する

ことができる制度で、手続きを含めて最短 1

か月半で移動が可能とのことであった。１

年・半年といった区切りでの対応ではなく、

毎月移動を相談することができる。この制度

は治療と仕事の両立を主に導入された制度

ではなく、主に育児や介護を担いながら仕

事をしてきた女性従業員向けの制度であっ

たが、本制度を利用して治療と仕事を両立

したケースもあったようである。 

２－２）体制 
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 休復職制度のルール化 

 勤務時間中の中抜け 

 会社としての保険加入（入院給付） 

 窓口対応の集約化（ヒューマンリソースセ

ンター） 

 健康経営推進センター 

 職場ごとのメンタルヘルス相談員 

メンタルヘルス相談員を導入されている

企業では、ベテラン従業員で職場をよく知っ

ている従業員を相談員に配置し、その従業

員が職場のメンタルヘルス不調者のフォロ

ーを行う仕組みであるとのことであった。働き

方の相談もこの相談員と行いながら仕事を

していくとのことであり、職場の相談役として

の役割を担っているようであった。しかし、こ

の相談員はメンタルヘルス不調者のみを対

応としており、この企業は他の身体疾患とメ

ンタルヘルス不調を別で管理しているようで

あった。 

ヒューマンリソースセンターの仕組みはい

くつかの企業で導入されていたが、内部の

仕組みは異なっていた。ある企業は研修・採

用・配属・キャリア、昇格・評価、福利厚生と

いった人事機能のみならず、メンタルヘルス

不調を含む病気、介護育児、その他の相談

窓口を一手に引き受ける相談窓口の集合体

としての役割であった。別の企業では、採用

窓口であり、入社前からの従業員とのつなが

りが強いことを受け、産業医との連携を含む

健康管理とストレスチェックの機能を持たせ、

治療・介護・育児と仕事の両立の窓口として

機能させていた。どちらも窓口機能の機能

強化であり、窓口の設置や機能強化が両立

支援に効果的であると考えられた。 

 

３）制度作りのきっかけ 

制度設計や対応組織づくりのきっかけは

以下の通りであった。 

 育児介護家事で退職する女性従業員が

多くいたこと 

 がん治療と仕事の両立を実際に行った人

がいたこと 

 メンタルヘルス不調への対応強化 

 ワークライフバランス（WLB）の推進 

 社長交代によって従業員の定着が経営

課題になったこと 

 健診機関の医師や関わりの薄い産業医

から本格的な産業医へ産業医契約を変

更したこと 

 労災での休復職など人に関わる事例を

所長会議で共有するようになったこと 

 新卒従業員の離職率が高かったこと 

 従業員のうち 1割が休職者であったこと 

 若手従業員の意見のとりまとめから実態

の共有がされたこと 

 くるみんプラスや健康経営優良法人な

ど、外部認証の取得を目指したこと 

社長の交代、産業医の交替などキーパー

ソンとなる人がきっかけとなった企業が複数

でみられた。また、がん治療やメンタルヘル

ス不調者の出現、ワークライフバランスの確

保、離職・退職理由の改善など組織の人材

確保の観点についても複数社が挙げていた。

その他、少数ではあるが外部認証の取得に
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関する希望についても、きっかけのひとつと

なっていることが挙げられた。 

 

４）障壁と工夫 

障壁としては経営層・役員の認識の違い、

従業員の利用への意識・申し訳なさ、情報

共有、金銭的な問題、人員確保の問題が挙

げられた。対する工夫には、名称変更や体

制変更、デジタル化といった体制整備の工

夫も見られたが、多くの工夫は一度でできる

ものではなく、トップを巻き込んだ地道な対

応であった。 

４－１）導入障壁、失敗 

 店長経由での制度利用の申請は「言えな

い」ので利用率が上がらなかった 

 従業員が制度の利用第 1 号となることを

嫌がった 

 専門職ひとりでの対応が増えた 

 残業手当、業務分担に関して役職者から

懸念があった 

 制度や体制変更に対して反対のメンバ

ー・年長者がいた 

 従業員全体（管理職・一般）から無理だと

いう声があがった 

 世代間で認識差があった 

 経営層の関与や認識の薄さ 

 長期に休んでいる従業員の情報を本社と

共有する認識が所長になかった 

 患者となった従業員が「迷惑をかけてい

る」という申し訳なさ・うしろめたさ 

 社長や経営陣の「社員は家族」という認

識が強すぎて、伸ばすべき社員を伸ばせ

なかった 

 スーパーバイザーによる応援で当面の対

応をしていたが、本来の業務である若手

従業員の育成に時間が使えなくなった 

 昭和の考え方の支店長の存在 

 店舗ごとの対応や風土、温度差 

 制度を利用している従業員が少ないと、

利用したいと他者が声をあげにくい 

 制度を利用できる従業員の人数がそもそ

も少なく、不平等感を感じやすかった 

障壁には経営層、管理職・支店長・所長

など上層部の認識の薄さ、格差・反対の声

などがあった。それ以外では、対象者である

従業員が使用したいと声を上げられないな

ど、風土や積極的に声を上げる人の少なさ、

一般社員の不公平感への意識などがあげら

れた。金銭面について挙げた企業はごく少

数であった。 

４－２）解決策・工夫 

 店長経由ではなく直接人事に利用申請

する仕組みを構築した 

 制度利用当初の従業員はこまめにフォロ

ーした 

 シフト問題に対応できるよう複数の店舗を

エリア化した 

 全員が受付業務をある程度できるように

した 

 粘り強く社内広報した 

 両立支援助成金を申請した 

 反対者を設置メンバーに入れ、勉強して

もらった 

 大口顧客に社長自ら会社の方針・働き方
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を説明に回った 

 制度設計後の発信は、経営者による発信

かコメントをつけた 

 制度を１つ設置するたびに説明会を設

け、詳細に説明した 

 ペーパーレス化、デジタル化 

 窓口が社長直下とわかるよう総務を「社長

室」名に変更した 

 休みによる欠員対応でスキマバイトの雇

用権限を所長に与えた 

 本社や本部から急な人員不足への応援

対応が可能となる仕組みを作った 

 電話等も利用して、制度運用担当の人事

が直接所長とコミュニケーションをとった 

 不測の事態にも対応できるようなエッセン

スをあらかじめ入れたプロジェクトチーム

構成となるようにした 

 現在の業務や従業員のスキルを棚卸しし

て見える化した 

 制度や両立推進のハンドブックを作成

し、トップメッセージを掲載した 

 社員研修の機会で「お互い様」、休暇取

得が気軽にできる風土づくりのエッセンス

を取り入れた 

 人事と早めに情報共有をするような仕組

みを支店長や営業所長に浸透させた 

 バックオフィスを統一化し、ローカルルー

ルを撤廃した 

解決策・工夫には多くの内容が抽出でき

た。その多くは従業員へのフォローや説明

など時間を割いて十分に実施すること、経

営トップを巻き込んだ対応を行うこと、デジタ

ル化・ペーパーレス化、共有化、など働き方

に関する工夫が多数見られた。 

 

５）効果 

 治療と仕事の両立を支援した結果として挙

げられた効果は以下の通りであった。 

 従業員の安心感の醸成 

 過去の経験としての身近な例 

 男性育休の取得促進 

 自治体・厚労省・経産省等からの外部表

彰・くるみんプラス・健康経営優良法人、

や外部取材の増加 

 メンタルヘルス不調者の減少、休職者の

減少 

 女性従業員の増加、産休育休取得後復

職者の増加 

 離職率の低減 

 働きがい率（やりがい＋働きやすさ）、やり

がい率の向上 

 人員不足などの声の上げやすさの向上 

 社内のコミュニケーションの向上 

 働きやすさの向上 

 採用でのメリット、採用者を企業が選べる

状態を作れる 

これらの結果は、治療と仕事の両立を支

援する取組みと、働き方改革、健康経営へ

の取組み等を並行して行ったことによる効果

であり、両立支援単独の効果とはいえない。

治療と仕事の支援に当たっては、全体を一

体的に改善していく必要があるとの示唆で

あり、推進した結果、離職率減少や採用等

の人材確保の点で一定の効果が出ていると



 

 

22 

 

いう回答が多く見られていた。両立支援を推

進していくことにより、経営面によい影響を

与えていると考えられる。 

 

Ｄ．考察 

本研究は、治療と仕事の両立を支援する

際に使用される勤務制度や体制、制度・体

制づくりにおける障壁・解決策等に関して、

11 社にインタビュー調査を実施した。これに

より、治療と仕事の両立にあたって、中小企

業ではどのような勤務制度が存在し、どのよ

うに利用しているのか、を明らかにすることが

できた。企業のリクルートにおいては、当初

中小企業を比較的限定していた（従業員

300人未満）ことから難渋していたが、1か所

300 人程度までの分散企業もリクルートする

こととしたところ、複数の企業が機縁法でリク

ルート対象として挙げられた。50 人未満の

企業は、研究者が持つネットワークにはほと

んど上がってこないうえ、小規模になればな

るほど産業保健職も少ない点から、リクルー

トは困難を極めた。企業のホームページや

公的機関の企業情報サイトなどを通じたリク

ルートを行ってみるが、これらにも反応がな

かったことから、アプローチは実質困難であ

ると考えられる。 

中小企業が治療と仕事の両立を支援する

際に使用している勤務制度は、ごく一般的

な制度がほとんどであり、通院休暇やリハビ

リ出勤等を数社が持っている以外に、特徴

的な制度はなかった。一方で、短時間正社

員制度や職種間移動制度といった企業の

人材確保を目的とした独自の制度も、複数

で見られた。短時間正社員や職種間変更に

関する制度は、大企業ではその企業規模の

大きさから制度設計が難しいと考えられ、こ

れらの制度は中小企業であるからこそ利用

できる利点であると考えられた。また体制に

ついてはヒューマンリソースセンターに代表

される相談窓口を一元化する取り組みが複

数の企業で行われていた。相談窓口の明確

化は従業員から相談が受けやすくなること、

支援される側である従業員からも、相談先が

分かりやすいことなどのメリットがあげられて

おり、支援体制整備によい効果を上げてい

ると考えられた。 

制度を作ったきっかけについては、キー

マンの変化と確保が特徴としてあげられた。

キーマンとしては経営者であるトップや人事

役員、人事担当者といった人に加え、産業

医もあげられていた。経営者や人事役員等

の変化は、会社のそもそもの風土の改革に

つながる変化となる。しかし、経営者などの

経営層が変化したとしても、それまでに作ら

れた業界や企業風土や慣習、業界事情を

変更することは簡単ではないとのことであっ

た。組織の慣習や風土に対する様々な工夫

は、今後支援を目指す企業に水平展開する

必要がある。また、健康経営に代表されるよ

うに、経営者等が働き方に関する支援を簡

単に発信できるような社会にしていくことも、

両立支援では大切な要素であると考えられ

た。 

産業保健専門職、特に産業医への両立
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支援体制づくりの啓発も、重要である。離職

や休職など治療と仕事の両立に対する課題

を認識していたり、支援する風土がもともと

企業に存在していたりしたとしても、どのよう

に支援したらよいか、変革していったらよい

か分からないという企業は多い。そのような

企業に知識を持った専門の産業医が着任

すると、支援制度の明確化やルール作りが

促進され、働き方の柔軟化につながる勤務

制度の設計に繋がりやすい。産業医は 50

人未満の事業所では選任が不要であり 7)、

中小企業には産業医による産業保健サービ

スが届きにくい現実があるが、産業医教育に

おいて、企業の産業保健体制づくりだけで

はなく、両立支援に積極的な企業には支援

体制づくりにも関わることを啓発する必要が

あると考えられた。 

企業において人材管理をしていく上で、

治療と仕事の両立では長期にわたる人材の

離脱等の可能性もある。企業が事業運営を

行うにあたっては、悪用やワガママな従業員

がいるかもしれないとの認識があり、支援制

度を導入することに抵抗があるとされる。本

インタビューにおいては、業務の棚卸しやデ

ジタル化、組織編成等を通じて、個別最適

ではなく全体最適を行うよう考えていくべき、

といった発言もあり、支援制度づくりは悪用

やわがままを通したいというような従業員を

支援するものではないことを示し、これらの

制度はあくまでも「働き方を柔軟化する」とい

うことであると強調していくべきであると考え

られた。 

 

E．結語 

本研究により、中小企業で治療と仕事の

両立を支援する際に使用される勤務制度や

体制、制度づくりにおける障壁・解決策等が

明らかとなった。過去の乳がん患者の調査

においては 8)、職場復帰することは乳がん生

存率の向上に関連するという報告もあり、就

労支援を行うことは治療効果にもつながる。

中小企業は大企業に比べ知名度が低く、今

回インタビューした従業員を大切にする風

土を持つ企業であっても、人材確保に課題

が見られた。この点を改善するにあたって、

働き方を柔軟化し、治療と仕事の両立を支

援することでも、企業の人手不足に対する効

果を示せると考えられた。 

また今回、11 例のインタビューでは様々

なケースを収集しただけであり、理論的飽和

に達したと判断することができなかった。ある

インタビュー企業の社長から「うまく行ってい

るところ（中小企業）は“そんなの当たり前”だ

と思って、表に出てこない」との発言もあり、

このような企業をできるだけ発掘していく必

要がある。今後さらに様々な企業をリクルー

トし、両立支援に関する制度・体制について

追加インタビューを行う必要があると考えら

れた。 

 

F. 健康危険情報 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業費補助金  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と解決策の提案と 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

分担研究報告書 

 

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と 

その解決策の提案（大企業調査） 

 
研究分担者 小田上公法 産業医科大学産業生態科学研究所 産業保健経営学 助教 

 

研究要旨： 

 本調査は、大企業における「治療と仕事の両立支援制度」の導入と運用に関する実態

を把握し、導入時の障壁やそれに対する工夫、制度の効果と課題を明らかにすることを

目的として実施した。対象は、治療と仕事の両立支援に関する実績を有する従業員

1,000人以上の大企業 9社（機械 3社、化学 2社、電気機器 2社、輸送用機器 1社、医

薬品 1社）で、2025年 3月にオンラインでの半構造化インタビューを行った。 

結果として、制度導入時の主な障壁には、対象職種や対象疾患の線引き、労使合意形

成の困難さ、既存制度との重複、制度適用の公平性確保などがあった。これらの課題に

対しては、産業医の専門知見を活かした労組との調整、実際の困難事例の発生を契機と

した制度導入機運の高まり、他社事例の活用、法改正や健康経営の枠組みを活かした社

内推進などが有効であった。制度運用段階では、医療関連情報共有の方法や申請承認フ

ローの煩雑さ、制度利用しづらい職場文化、経済的不利、部門間での運用差などが課題

となった。これに対しては、在宅勤務やフレックス制度などの既存制度の併用、制度内

容の明確化、e-learning や独自に作成したハンドブックを用いた周知、制度利用可能

な業務への配置転換などの工夫が講じられていた。制度利用者からは「安心感がある」

「選択肢が広がった」といった肯定的な声が寄せられ、管理職の意識変化も確認され

た。一方で、利用実績が少ない制度については、社内への影響が限定的との声もあっ

た。導入による効果として、離職予防や人事部門と健康管理部門の連携強化、健康経営

認定への寄与などが挙げられたが、多くは主観的な感想にとどまっていた。 

今後の制度導入においては、制度設計初期からの産業保健スタッフの関与や、公的情

報・他社事例の活用、丁寧な労使コミュニケーション、制度利用に関するモデルケース

の提示などが有効であることが示唆された。 

研究協力者 

なし 
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Ａ．目的 

本調査は、大企業における「治療と仕事

の両立支援制度」に焦点を当て、制度導入

に際しての障壁、職種による制度利用の

困難さを克服した事例、ならびに制度を

円滑に運用するための工夫を明らかにす

ることを目的とする。これにより、今後の

大企業における両立支援制度の導入およ

び運用の促進に資する知見を得るととも

に、ガイドライン項目の一つである「環境

調整」に関する実践的資料の作成を目指

す。 

 

Ｂ．方法 

本研究は半構造化インタビュー調査と

して計画した。インタビューは 2025 年 

3 月 1 日から 3 月 21 日まで の期間

でオンライン通信ツール（Zoom） を用い

て実施した。対象は、従業員 1,000 人以

上の大企業 9 社（機械 3 社、化学 2 社、

電気機器 2 社、輸送用機器 1 社、医薬

品 1 社）である。対象企業は、①2024 年

度の関連学会において両立支援に関する

発表実績があること、②厚生労働省「治療

と仕事の両立支援ナビ」に取組事例が掲

載されていること、③健康経営優良法人 

2024 に認定されていることのいずれか

を満たす企業から、機縁法により選定し

た。 

 インタビューでは、事前アンケートに

より企業属性を把握したうえで、両立支

援制度の内容と利用状況、制度導入時の

経緯、障壁とその解決策、運用時の課題と

工夫、制度利用者の声と社内反響、制度導

入後の効果、他企業へのアドバイスにつ

いて聴取した。インタビューの逐語録を

内容分析し、共通テーマを抽出した。 

 

倫理的配慮 

 本研究では、企業名および個人が特定

される情報はすべて匿名化した。 

 

Ｃ．結果 

 インタビュー結果のまとめを以下の１）

~７）の項目に分けて示す。また、結果の

詳細を別紙１に示す。 

１）制度導入時の障壁 

 調査企業では、制度導入に際し「職種適

用範囲の調整」「対象疾患の線引き」「精神

疾患に対する配慮期間を巡る労使交渉」

「既存制度で代替可能との指摘」「職種間

の不公平感」といった障壁が確認された。 

２）障壁の解決策とその契機 

 障壁の解消には、産業医の専門知見を

活用した労働組合との丁寧な合意形成、

具体的困難事例の発生を契機とした導入

機運の加速、他社事例の共有や部門横断

協議体による制度設計、健康経営認定や

法改正を追い風とした検討促進が寄与し

ていた。 

３）運用上の課題 

 制度運用段階では「医療情報共有フロ

ーの複雑化」「利用しづらい職場文化や経

済的不利」「部門ごとの制度適用基準のば
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らつき」「適用疾患・適用時期判断の不統

一」などが課題として挙げられた。 

４）運用上の工夫 

 課題への対応として、心理的安全性向

上による申請しやすさの確保、在宅勤務・

フレックス・時間単位有休など既存制度

との併用、ｅラーニングや独自に作成し

た両立支援ハンドブックを用いた周知徹

底、制度導入時に限界・条件・目的を明示

することでのトラブル回避、制度適用可

能な業務への配置転換などが行われてい

た。 

５）制度利用者の声・社内反響 

 利用者から「安心感がある」「選択肢が

広がった」といった肯定的な声が届いた、

従業員内の体験談の共有により従業員の

関心が高まった、管理職の両立支援の重

要性に関する意識変容を認めたという回

答があった。一方で、両立支援に関する制

度の利用実績自体が少ないため、利用者

以外からの反響は少ないという意見も認

められた。 

６）制度導入後の効果 

 病気時の不安軽減や離職予防、人事と

健康管理部門の連携強化、中途採用者へ

の訴求力向上、健康経営評価への寄与な

ど、制度導入による多面的な効果が示さ

れた。ただし、これらの多くが客観的なデ

ータに基づく効果ではなく、担当者の感

想レベルに留まるものが多かった。 

７）他企業へのアドバイス 

 制度設計段階から産業保健スタッフを

巻き込み、公的情報や他社連携プロジェ

クトを活用しつつ（例：がんアライ部、CSR

プロジェクト、治療と仕事の両立支援ナ

ビ）、労使コミュニケーションを丁寧に行

い、モデルケースを提示して制度運用の

具体性を高めることが推奨された。 

 

Ｄ．考察 

本調査により、大企業が両立支援制度

を導入・運用する際には「対象者・対象疾

患の範囲の設定」「労使合意形成」「職場文

化の醸成」が主要な課題となり得ること

が明らかになった。特に、ライン作業従事

者や交代制勤務従事者には在宅勤務制度

やフレックス勤務制度を適用できないと

いう問題があり、多くの大企業では間接

部門への配置転換により対応がされてい

た。この方法は大企業では比較的調整し

やすいが、中小企業では実行が難しい可

能性があり、職場内の公平性という観点

からも課題が残る。加えて、大企業におい

ては、新たに仕事と治療の両立支援に特

化した制度を導入しなくても、在宅勤務

制度、フレックス勤務制度、失効年次有給

休暇積立制度、長期休職制度など既存の

仕組みを組み合わせることで両立支援を

実現している実態が確認できた。実際に、

新規制度を導入したものの利用実績が低

いことを課題と捉えている企業も複数認

められた。また、産業医など専門家の関与

や他社事例の参照は障壁の解消に有効で

あり、実際の困難事例の発生が制度導入
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を後押しすることも示唆された。運用段

階では、情報共有フローの整備と心理的

安全性の確保が制度利用を左右するため、

柔軟な制度設計と導入した制度を安心し

て利用できる職場風土の醸成が不可欠で

ある。 

 

Ｅ．結論 

大企業 9 社へのインタビューから、両

立支援制度の導入・運用には「対象者・対

象疾患の範囲の設定」「労使合意形成」「職

場文化の醸成」が重要であることが確認

された。産業保健スタッフの早期参画と

他社事例の活用により障壁を乗り越えた

事例が多く、制度利用の公平性を高める

運用指針と利用しやすい職場風土の整備

が今後の課題である。 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

G．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

I．引用・参考文献 

[1] 厚生労働省. 治療と仕事の両立支援

ナビ https://chiryoutoshigoto.mhlw.go.jp/ 

（2025年4月1日アクセス） 
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別紙１．インタビュー結果一覧 （カッコ内は回答企業の業種） 

 

（１）制度導入時の障壁 

 ・ライン従事者など固定勤務者への適用範囲で社内調整に苦慮（医薬品） 

 ・対象疾患をどう限定するかの社内合意が困難（機械） 

 ・精神疾患に対する配慮期間設定で労働組合と調整が必要だった（化学） 

 ・制度新設の意義が他制度で代替可能とされ説明が求められた（電気機器） 

 ・業務への影響を懸念して短時間勤務制度の導入が難航（機械） 

 ・制度適用の不公平感が職種間で発生（機械） 

 ・一部制度はスムーズに導入できたが、背景に他制度との置き換えがあった（機械） 

 

（２）制度導入時の課題の解決策、解決に至ったきっかけ 

 ・経営方針を尊重し、労働組合と丁寧な合意形成を図った（医薬品） 

 ・専門的知見を持つ産業医の就任が制度導入の契機に（医薬品） 

 ・労働組合の懸念を払拭するため、申請手続きに労働組合が関与（化学） 

 ・実際の困りごとが生じたタイミングで制度導入が進展（電気機器） 

 ・他社事例の参考や部門横断の協議体で制度設計を推進（機械） 

 ・健康経営や法改正が制度検討のきっかけになった（化学） 

 ・労働組合が従業員説明を担うことで制度周知の責任を共有した（機械） 

 

（３）制度運用における課題 

 ・医療職との情報共有や承認フローの整理が複雑（医薬品） 

 ・制度を利用しにくい雰囲気があり、希望者が申し出づらい（電気機器） 

 ・制度の経済的不利（退職金減額等）が利用を妨げた（電気機器） 

 ・部門ごとに適用判断基準が異なり、公平性が課題に（化学） 

 ・制度利用実績が少なく、活用が進まない（化学） 

 ・適用疾患の是非や支援開始時期の判断にばらつきが出る（化学） 

 ・申請しにくい職場文化が運用初期に障壁となった（機械） 
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（４）制度運用における工夫 

 ・社内フロー整備と制度相談の場を労働組合内に設置（医薬品） 

 ・在宅勤務・フレックス制度など既存制度を柔軟に組み合わせた（電気機器） 

 ・ポータルサイトや e-learningで制度理解を促進（化学） 

 ・時間単位有休やフレックス制度との併用を推奨（機械） 

 ・制度導入時に限界・条件・目的を明示しトラブル回避（機械） 

 ・全社説明会や独自の両立支援ハンドブックを作成し理解を促進（化学） 

 ・配置転換により制度利用可能な業務へシフトし制度利用を実現（輸送用機器） 

 ・心理的安全性向上により申請しやすさを確保（機械） 

 

（５）導入した制度等を活用する社員の声や社内の反響 

・利用者から「ありがたい」との声が労働組合に寄せられた（医薬品） 

・フレックス対象外で両立に苦慮していた従業員から感謝の声が届いた（機械） 

・「安心感がある」「選択肢が広がった」との反応あり（化学） 

・年休以外の選択肢が増え、私傷病を理由に休みやすくなった（機械） 

・管理職も両立支援の重要性を認識するようになった（化学） 

 

（６）制度導入後の効果 

・病気時の不安が軽減され、安心感が広がった（医薬品） 

・制度整備により、健康管理部門と人事の連携が強化された（電気機器） 

・両立支援に対する自己効力感が向上し、中途採用者への訴求力も強まった（化学） 

・介護離職を回避できた事例があり、離職予防に貢献した可能性（機械） 

・健康経営の認定評価にたいする好影響（化学） 

 

（７）他企業が制度を導入する際のアドバイス 

・制度設計・運用時は産業保健スタッフを巻き込むべき（医薬品） 

・厚労省「治療と仕事の両立支援ナビ」など公的情報を活用するとよい（化学） 

・労使コミュニケーションを丁寧に行うことが前提（化学） 

・他社との連携プロジェクト（がんアライ部等）も参考に（化学） 

・モデルケースを示し、制度運用の具体性を高めることが重要（化学） 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と 

解決策の提案と疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

（240301-03） 

 

 

 

分担研究報告書 

 

 

疾病に関連した安全配慮上のリスクが残存する 

事例対応のプロセスモデルの整理： 事例収集調査 

～当事者からの事例収集 がんを中心に ～ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 立石清一郎 

（産業医科大学 産業生態科学研究所 災害産業保健センター 教授） 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業費補助金  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と解決策の提案と 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

分担研究報告書 

疾病に関連した安全配慮上のリスクが残存する事例対応の 

プロセスモデルの作成  ～当事者からの事例収集 がん ～ 
 

研究分担者 産業医科大学 産業生態科学研究所 災害産業保健センター 

立石清一郎 

研究要旨： 

 治療と仕事の両立支援ガイドラインでは、治療と仕事の両立支援を行うに当たっての留意

事項に、「（１）安全と健康の確保 治療と仕事の両立支援に際しては、就労によって、疾病の

増悪、再発や労働災害が生じないよう、（中略）適切な就業上の措置や治療に対する配慮を

行うことが前提である」との記載がある。疾病の増悪、再発や労働災害が生じないために、企

業は、医療機関からの意見書をもとに疾病の増悪や事故災害の危険性について評価し、適

切な就業上の措置を検討する。しかし、疾病の増悪や事故災害の危険性が一定程度予見さ

れる場合がある。危険性の評価が難しいと感じたり、危険性を過大に捉えたりすると、不適当

に労働者の就労の機会を失わせる結果となりうる。このように危険性が一定程度ある状況で復

帰する事例も想定されるが、その際、企業側が踏むべきプロセス等は明確にはされていな

い。企業側が踏むべきプロセスを明らかにすることで、災害等が発生した場合の免責要件が

明確になり、企業側も安心して治療と仕事の両立支援に取り組む環境づくりにつながる可能

性がある。 

 がんの患者らの当事者らの、職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上

の懸念を表明された経験等について、がん患者らの支援をする団体に調査を依頼した。 

がん患者ら当事者の事例を 10事例収集した。がんの患者らの当事者らの、職場復帰／治

療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験等と調査し、４要素を

抽出した。「継続的に働くことができないのではないか」という懸念、感染症に罹患する危険性

に関する懸念、転倒等の危険性に関する懸念、「安全な通勤ができるか」という懸念と、その

要因となる誤解を含む過剰な懸念が抽出された。 

これらの懸念を参考に、「事業主が安全配慮義務を適切かつ十分に履行したといえるプロセ

ス」を再検討する予定である。 

研究協力者 

研究協力者 産業医科大学 医学部 両立支援科学 永田昌子 

研究協力者 キャンサーソリューションズ（株） 桜井なおみ 
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Ａ．目的 

 治療と仕事の両立支援ガイドラインでは、

治療と仕事の両立支援を行うに当たっての

留意事項に、「（１）安全と健康の確保 治療

と仕事の両立支援に際しては、就労によっ

て、疾病の増悪、再発や労働災害が生じな

いよう、（中略）適切な就業上の措置や治療

に対する配慮を行うことが前提である」との

記載がある。疾病の増悪、再発や労働災害

が生じないために、企業は、医療機関から

の意見書をもとに疾病の増悪や事故災害の

危険性について評価し、適切な就業上の措

置を検討する。しかし、疾病の増悪や事故

災害の危険性が一定程度予見される場合

がある。危険性の評価が難しいと感じたり、

危険性を過大に捉えたりすると、不適当に

労働者の就労の機会を失わせる結果となり

うる。このように危険性が一定程度ある状況

で復帰する事例も想定されるが、その際、企

業側が踏むべきプロセス等は明確にはされ

ていない。企業側が踏むべきプロセスを明ら

かにすることで、災害等が発生した場合の

免責要件が明確になり、企業側も安心して

治療と仕事の両立支援に取り組む環境づく

りにつながる可能性がある。 

 そこで、疾病の増悪や事故災害の危険性

が一定程度存在すると考えられ、過剰の配

慮や就労の機会を失うことに繋がりかねない

事例を収集することを分担研究の目的とした。 

 

Ｂ．方法 

  がん経験者の就労支援と社会啓発に特

化した企業であり、患者の体験調査や企業

向けにがん患者の復職支援に関するコンサ

ルタント事業を担っているキャンサーソリュー

ションズ（株）に事例収集を依頼した。調査

時期は2024年8月～2024年１２月である。 

事例収集内容としては、基本情報として、

年代、性別、事業場の規模、雇用条件、職

種、就業上の配慮に関連した疾患情報とし

て、疾病名、障害者手帳の取得の有無、休

職期間、仕事内容として、従事していた作業、

有害作業／危険作業の有無、勤務時間、時

間外労働の有無、通勤手段であった。 

また、安全上の懸念が顕在化した経緯と

して、①職場復帰／治療と仕事を両立し

ている中で、職場から安全上の懸念を表

明された経験、②本人が安全上の懸念を

感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をた

めらった経験、③家族から安全上の懸念

を表明された経験を尋ねた。さらに、関連

する経験として、④職場から必要以上な

配慮を受けた経験、⑤安全上の懸念に対

して、治療と仕事の両立において工夫し

ている点、職場からの配慮が助かった点

を尋ね、詳細を記載するよう依頼した。 

事例収集後、内容等を研究者らで競技

し分析した。 

 

Ｃ．結果 

10 事例収集された。年代は 30 代 1 例、

40代 4例、50代 4例、60代 1例、性別は

男性 5 例、女性 5 例であった。疾病は、“が

ん”が 7 例 関節リウマチ 1 例、多系統萎縮
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症 1 例、詳細不明 1 例であった。雇用形態

は全員正社員であった。事例の職種は、不

明が 4 例であり、整備保全整備業務 3 例、

現場作業 1例、事務作業 2例であった。 

安全上の懸念が顕在化した経緯（複数回

答可）は、職場から安全上の懸念を表明さ

れた経験５例、本人が安全上の懸念を感じ、

職場復帰や治療と仕事の両立をためらっ

た経験４例、家族から安全上の懸念を表

明された経験１例であった。安全上の懸

念に関連するものとして、主治医意見書

の記載を職場が準備できなかったことの

経験があった。 

 

Ｄ．考察 

収集した事例の安全上の懸念として、４種

類の要素と、その原因となりうる「誤解を含む

過剰な懸念」を抽出することができた。この４

要素は複数該当する事例もあった。 

 

① 「継続的に働くことができないので

はないか」という懸念 

② 感染症に罹患するに関する懸念 

③ 転倒等の危険性に関する懸念 

④ 「安全な通勤ができるか」という懸念 

・ 誤解を含む過剰な懸念 

 

各項目の詳細を示す。 

① 「継続的に働くことができないのではな

いか」という懸念 

「抗がん剤によるしびれが出てきている。し

びれがひどくなってきても、部品の取り扱い

をする自動車整備士仕事は可能なのか。産

業医はいても本社なので、面談などもしたこ

とがない。」（本人） 

「日常生活にも困る状況のため一人暮らしが

できず遠方の実家に帰省して療養中です。

そのような体調ではあるものの、主治医から

「復職可能」と診断書がだされた。実家に近

い勤務地への異動をしたとしても、ＰＣ業務

が主となるので複視の問題や、完全在宅ワ

ークは現在の会社の制度ではカバーできな

い。」（職場） 

「大腸がんの社員が、術後にイレウスを起こ

した。上司から今後の働き方について、（中

略）大腸がんの後に、食事を管理できなくて

腸閉塞を起こした。２度の入院で職場のメン

バーも疲弊している。心配だから職場を変え

た方がいいのでは？との発言があった」（職

場） 

「昨年関節リウマチ症状増悪により、入院加

療した。その後、回復され、仕事は現時点で

十分していただいているが、出張業務が多く、

出張のため、早朝に出勤し、移動してもらっ

ている。年齢もあるが、この病気にこんな無

理をさせて大丈夫か心配をしている。」（職

場） 

② 感染症に罹患する危険性に関する懸念 

「主治医も在宅勤務を推奨しており、産業医

とは数ヶ月に１度電話面談しており、産業医

も在宅勤務を推奨していた。現在携わって

いる業務自体が終了することとなり、店頭で

接客のある立ち仕事、シフト勤務に異動を

伝えられた。免疫力や体力が低下している
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ため、とても受け入れられない。」（本人） 

「現在は免疫抑制剤を使用するようになり、

そのため感染症にかかりやすくなり、３月の

主治医の診断書が「当面は在宅勤務」という

文言が入った。在宅勤務制度は現時点でな

い。セキュリティ上の問題があること、導入に

あたって経費が発生してくるため、すぐには

難しい。会社側は「それならば一旦退職をし、

出社ができるようになったら再雇用する」とい

う考えに変わってしまった。」（本人） 

③ 転倒等の危険性に関する懸念 

「歩行が安定しておらず、転倒危険性が高

い。現場で転倒すると、労災となるため、現

場が心配している。」（職場） 

④ 「安全な通勤ができるか」という懸念 

「足の障害が残っているため長時間の立位

が難しい。電車通勤が困難であった。」（職

場） 

・ 誤解を含む過剰な懸念 

 「2週に 1度の通院が必要であれば、産業

看護職から復職するのは早いと指導される 

産業医の抗がん剤への理解度が低いのか、

トイレなどでの他の職員への抗がん剤の曝

露のリスクを指摘される。」（本人） 

「フルコースの治療（手術・抗がん剤・放射線）

をした自分の健康状態（体力や回復ぐあい）

が不安で不安でしかたがない 休職前のよう

に働けるとは思えない。復職することで、無

理をし、再発をするか心配である。」（本人） 

 

①継続的に働くことが出来ないのではない

かという懸念は、現場作業や出張などの職

務上の負荷が高いと考えられる場合に軽減

する必要性に関するものと、短時間勤務な

どの配慮必要性を検討するものがあった。 

また、②感染症の罹患や③転倒等の危険性

は、健常者でも発生するものであり、不確実

性のものは危険性を許容するのが困難な可

能性があると考えられた。③転倒等の危険

性や④安全な通勤に関する懸念は、労働災

害防止の観点から当然の懸念である。 

 これらの懸念は、医学的に妥当な可能性

も考えられるが、一方今回の事例調査では

医学的に妥当でない誤解に基づく懸念や

心配が背景にある事例もみられた。本人な

らびに職場の不安に対して、主治医と職場

の情報共有があれば、それぞれの懸念が解

消される可能性も示唆された。医学的に妥

当でない誤解に基づく事例では特に、「事

業主が安全配慮義務を適切かつ十分に履

行したといえるプロセス」を利用し、情報共

有することが、事後措置の検討に有用な可

能性がある。 

  

E．結語 

 がんの患者らの当事者らの、職場復帰／

治療と仕事を両立している中で、職場から安

全上の懸念を表明された経験等と調査し、４

要素を抽出した。「継続的に働くことができ

ないのではないか」という懸念、感染症に罹

患する危険性に関する懸念、転倒等の危険

性に関する懸念、「安全な通勤ができるか」

という懸念と、その要因となる誤解を含む過

剰な懸念が抽出された。 
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これらの懸念を参考に、「事業主が安全

配慮義務を適切かつ十分に履行したといえ

るプロセス」を再検討する予定である。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 なし 

2.学会発表 なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

I.文献 

 

なし
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事例１ 基本情報  

 

事例候補の年齢 40 代 

事例の性別 女 

事例の事業場の規模 約 700 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種  

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 外耳道癌 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間 ― 

従事していた作業 事務 

有害作業／危険作業 なし 

勤務時間 ― 

時間外労働 ― 

通勤手段 電車 

該当するもの☑ 

 

☑ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

 
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

 

外来化学療法中 1回/2週通院 

 

2週に 1度の通院が必要であれば、産業看護職から復職するのは早いと指導される 

産業医の抗がん剤への理解度が低いのか、トイレなどでの他の職員への抗がん剤の曝露のリスクを指摘

される。 
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事例２ 基本情報 

 

事例候補の年齢 30 代 

事例の性別 女 

事例の事業場の規模  

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種 ブランド企業 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 悪性リンパ腫 

障害者手帳の取得の有無  

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業  

勤務時間 フレックス 

時間外労働  

通勤手段  

該当するもの☑ 

 

□ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

☑ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

 
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

悪性リンパ腫で化学療法中、復帰後は在宅で勤務を行っていた。主治医も在宅勤務を推奨しており、産

業医とは数ヶ月に１度電話面談しており、産業医も在宅勤務を推奨していた。現在携わっている業務自

体が終了することとなり、店頭で接客のある立ち仕事、シフト勤務に異動を伝えられた。免疫力や体力

が低下しているため、とても受け入れられない。産業医は会社が手配しているので、頼れる存在ではな

い。 
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事例３ 基本情報 

 

事例候補の年齢 50 代 

事例の性別 男 

事例の事業場の規模 企業全体 1000 人を超える 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種 自動車整備士 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 直腸がん 

障害者手帳の取得の有無  

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業  

勤務時間  

時間外労働  

通勤手段  

該当するもの☑ 

 

□ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

☑ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

 
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

8 か月前に直腸切除術を行い、ストーマ造設（永久的ストーマ）をしました。現在、抗がん剤治療中で２週間に１度の通

院が必要。抗がん剤治療の終了時期は未定の状態です。手足のしびれが少しある。医師からも言われていた症状なので覚

悟はしていたが、不快感が常にある状態。 

抗がん剤治療中ですが、2 か月先位に復職をしたいと考えているが可能なのか。 

投与から２、３日後は体調が悪い以外は日常生活に大きな支障はない。主治医に確認したところ、復職可能といわれた。

ストーマがついているので、専用のトイレが必要だが、いまの営業所にはそのようなところがない。人間関係がよいので、

できればもとの営業所に戻りたいと思っている。どうしたらよいのか。 

小さい時から車がすきで、部品を扱うことが好きで続けてきた。仕事にはやりがいを感じているので、続けたい。この先、

しびれがひどくなってきても、部品の取り扱いをする自動車整備士仕事は可能なのか。産業医はいても本社なので、面談

などもしたことがない。 
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事例４ 基本情報 

 

事例候補の年齢 50 代 

事例の性別 女 

事例の事業場の規模  

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種  

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 セザリー症候群 

障害者手帳の取得の有無  

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業  

勤務時間  

時間外労働  

通勤手段  

該当するもの☑ 

 

□ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

もう少しで休職期間（2 年間）が終了する。当初は、会社側も両立支援を考えていて、復帰のための制度を整える準備を

していた。しかし、現在は免疫抑制剤を使用するようになり、そのため感染症にかかりやすくなり、３月の主治医の診断

書が「当面は在宅勤務」という文言が入った。在宅勤務制度は現時点でない。セキュリティ上の問題があること、導入に

あたって経費が発生してくるため、すぐには難しい。会社側は「それならば一旦退職をし、出社ができるようになったら

再雇用する」という考えに変わってしまった。 
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事例５  基本情報 

 

事例候補の年齢 40 代 

事例の性別 男 

事例の事業場の規模 1000 人以上 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種  

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 詳細不明 

障害者手帳の取得の有無 あり 

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業  

勤務時間  

時間外労働 なし 

通勤手段 公共交通機関 着座不可 

該当するもの☑ 

 

□ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

☑ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

☑ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

足の障害が残っているため長時間の立位が難しい。電車通勤が困難であった。会社も規定上、タクシー運転を認めなかっ

た。 

自費でのタクシーの利用をし、通勤の練習を行い対応した。 
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事例６ 基本情報 

 

事例候補の年齢 40 代 

事例の性別 女 

事例の事業場の規模 300-1000 人 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種 情報システム 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 脳腫瘍 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業 なし 

勤務時間  

時間外労働 なし 

通勤手段 公共交通機関 着座不可 

該当するもの☑ 

 

☑  職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

４０代女性。脳腫瘍があって手術をされましたが、術後の後遺症で、複視やふらつきがあり、一人で外

出できない症状が残った。日常生活にも困る状況のため一人暮らしができず遠方の実家に帰省して療養

中です。そのような体調ではあるものの、主治医から「復職可能」と診断書がだされました。実家に近

い勤務地への異動をしたとしても、ＰＣ業務が主となるので複視の問題や、完全在宅ワークは現在の会

社の制度ではカバーできない。 
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事例７  基本情報 

 

事例候補の年齢 50 代 

事例の性別 男 

事例の事業場の規模 300－1000 人 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種 工場の保全業務 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 大腸がん 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間 約 2 ヵ月 

従事していた作業 工場の保全業務 

有害作業／危険作業 なし 

勤務時間 40 時間 

時間外労働 あり 

通勤手段 自家用車 

該当するもの☑ 

 

☑ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

大腸がんに罹患された社員が、術後にイレウスを起こした。上司から今後の働き方について、がんとは

関係のない過去の疾患も含めて、「大腸がんの後に、食事を管理できなくて腸閉塞を起こした。２度の

入院で職場のメンバーも疲弊している。過去にもこんなに大きな病気（数例を挙げて）をしているので、

心配だから職場を変えた方がいいのでは？」という相談があった。産業医面談を実施し、過去の疾患と

がんは関係性がないこと。イレウスについては、開腹術後は誰でも起こす可能性があることを説明し、

段階的に勤務の範囲（負荷）を広げいくことを提案。 
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事例８ 基本情報 

 

事例候補の年齢 40 代 

事例の性別 女 

事例の事業場の規模 50 人未満 

事例の雇用条件 正社員  

事例の職種  

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 がん 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間 9 ヵ月 

従事していた作業 一般事務 

有害作業／危険作業 なし 

勤務時間 40 時間 

時間外労働 あり 

通勤手段 自家用車 

該当するもの☑ 

 

□ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

☑ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

フルコースの治療（手術・抗がん剤・放射線）をした自分の健康状態（体力や回復ぐあい）が不安で不

安でしかたがない 休職前のように働けるとは思えない。復職することで、無理をし、再発をするか心

配である。同僚にかえって迷惑ではないかが不安とのことであった。1 日 2 時間からの勤務を 1 ヵ月➝

徐々に増やしていき 3 年かけてフルタイムに戻したこれまでカバーしてきてくれた仲間はほんの少しの

勤務でも「来てくれたの？助かる。ありがとう」となるはず、と本人の背中を押しつつ、短時間の期間

は時間給にするなど他のメンバーにもわかりやすい賃金体系にした。 

 

  



 

48 

 

事例９ 基本情報 

 

事例候補の年齢 60 代 

事例の性別 男 

事例の事業場の規模 300－1000 人 

事例の雇用条件 雇用延長後の契約社員 

事例の職種 安全指導員 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 関節リウマチ 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間 1 ヵ月 

従事していた作業 安全衛生担当 

有害作業／危険作業 出張、高所作業あり 

勤務時間 40 時間 

時間外労働 なし 

通勤手段  

該当するもの☑ 

 

☑ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

昨年関節リウマチ症状増悪により、入院加療された。その後、回復され、仕事は現時点で十分していただいているが、出

張業務が多く、出張のため、早朝に出勤し、移動してもらっている。年齢もあるが、この病気にこんな無理をあせて大丈

夫か心配をしている。 
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事例１０ 基本情報 

 

事例候補の年齢 50 代 

事例の性別 男 

事例の事業場の規模 300－1000 人 

事例の雇用条件 正社員 

事例の職種 現場作業 

職種と疾患情報 

 

就業上の配慮に関連した疾病名 多系統萎縮症 

障害者手帳の取得の有無 なし 

休職期間  

従事していた作業  

有害作業／危険作業  

勤務時間 40 時間 

時間外労働 なし 

通勤手段  

該当するもの☑ 

 

☑ 職場復帰／治療と仕事を両立している中で、職場から安全上の懸念を表明された経験  

□ 職場から必要以上な配慮を受けた経験 

□ 本人が安全上の懸念を感じ、職場復帰や治療と仕事の両立をためらった経験 

□ 家族から安全上の懸念を表明された経験 

□ 安全上の懸念に対して、治療と仕事の両立において工夫している点、職場からの配慮が助かった点 

  
 

（事例の詳細とその際の本人の思いを記述いただく） 

 

現在、リハビリ目的で療養しているが、本人は職場復帰を強く希望している。 

歩行が安定しておらず、転倒リスクが高い。現場で転倒すると、労災となるため、職場（現場）が心配

をしている。 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と 

解決策の提案と疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

（240301-03） 

 

 

 

分担研究報告書 

 

 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が 

残存する場合のプロセス案の作成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究分担者 森 晃爾 

（産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 教授） 

 

研究分担者 原田 有理沙 

（産業医科大学 医学部 両立支援科学 助教） 

 

研究分担者 三柴 丈典 

（近畿大学 法学部 法律学科 教授） 
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令和６年度 労災疾病臨床研究事業費補助金  

治療と仕事の両立のために必要な勤務制度等の導入の障壁と解決策の提案と 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセスの検討 

分担研究報告書 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセス案の作成 

研究分担者 産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 森 晃爾  

研究要旨： 

 疾病の増悪、再発や労働災害が生じないために、企業は、医療機関からの意見書をもとに

疾病の増悪や事故災害の危険性について評価し、適切な就業上の措置を検討する。しか

し、疾病の増悪や事故災害の危険性が一定程度予見される場合がある。危険性の評価が難

しいと感じたり、危険性を過大に捉えたりすると、不適当に労働者の就労の機会を失わせる結

果となりうる。このように危険性が一定程度ある状況で復帰する事例も想定されるが、その際、

企業側が踏むべきプロセス等は明確にはされていない。企業側が踏むべきプロセスを明らか

にすることを本分担研究の目的とした。 

 「治療と仕事の両立支援に伴う、身体疾患関連の安全配慮上の課題に対し、事業主が安全

配慮義務を適切かつ十分に履行したといえるプロセス」の作成のために、を４つのステップ１）

β版の作成 ２）β版を用いて分析した症例検討事例の作成、３）β版に対する弁護士による

課題の確認、４）班会議での議論を行った。 

 疾病に関連した安全配慮上の危険性が残存する場合のプロセス案を作成した。プロセスを

履行することで安全配慮義務の履行は十分な可能性があるものの、プロセスを利用もしくは

厳格な運用をすることにより、労働機会の損失等に繋がる可能性が指摘された。また、プロセ

スの実効性（情報共有と理解、誰がこのプロセスを運用するか）にも疑問が残った。これらの

課題を考慮して、プロセス案を修正する必要がある。 

 

研究協力者 

研究分担者 近畿大学 法学部          三柴丈典 

研究分担者 産業医科大学 産業生態科学研究所 災害産業保健センター  

立石清一郎 

研究代表者 産業医科大学 医学部 両立支援科学 永田昌子 

研究分担者 産業医科大学 医学部 両立支援科学 原田有理沙 

研究協力者 協和綜合法律事務所 弁護士     林 和宏 

研究協力者 産業医科大学 医学部 両立支援科学 古江晃子 

研究協力者 産業医科大学 医学部 両立支援科学 渡邉萌美 

 

Ａ．目的 

 治療と仕事の両立支援ガイドラインでは、

治療と仕事の両立支援を行うに当たっての

留意事項に、「（１）安全と健康の確保 治療
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と仕事の両立支援に際しては、就労によっ

て、疾病の増悪、再発や労働災害が生じな

いよう、（中略）適切な就業上の措置や治療

に対する配慮を行うことが前提である」との

記載がある。疾病の増悪、再発や労働災害

が生じないために、企業は、医療機関から

の意見書をもとに疾病の増悪や事故災害の

危険性について評価し、適切な就業上の措

置を検討する。しかし、疾病の増悪や事故

災害の危険性が一定程度予見される場合

がある。危険性の評価が難しいと感じたり、

危険性を過大に捉えたりすると、不適当に

労働者の就労の機会を失わせる結果となり

うる。このように危険性が一定程度ある状況

で復帰する事例も想定されるが、その際、企

業側が踏むべきプロセス等は明確にはされ

ていない。企業側が踏むべきプロセスを明ら

かにすることで、災害等が発生した場合の

免責要件が明確になり、企業側も安心して

治療と仕事の両立支援に取り組む環境づく

りにつながる可能性がある。 

  

Ｂ．方法 

  下記のステップで「治療と仕事の両立支

援に伴う、身体疾患関連の安全配慮上の課

題に対し、事業主が安全配慮義務を適切か

つ十分に履行したといえるプロセス」の作成

のために、を４つのステップを行った。 

１） β版の作成 

２） β版を用いて分析した症例検討事例

の作成 

３） β版に対する弁護士による課題の確

認 

４） 班会議での議論 

 

１） β版の作成 

産業衛生専門医かつ産業医科大学病院

にて両立支援外来を担当している医師ら

４名と両立支援外来を担当している医師

１名で議論を重ねた。誤解が生じないよ

うな文言の選択と、必要なプロセスが抜

けていないかについて議論を重ね、必要

な修正を行った。修正を繰り返し、合意が

得られたものをβ版とした。 

２） β版を用いて分析した症例検討

ケースの作成 

β版の要素の妥当性と各項目の適否を

具体的に検討するために、実際の症例に基

づいたケースを作成した。そこで、産業医科

大学病院の両立支援外来の事例の中から、

疾病の増悪や事故災害の危険性が一定程

度予見された事例から、2事例を作成した。 

３） β版に対する弁護士による課題

の確認 

１）、２）で作成したβ版と症例検討ケース

を研究協力者の弁護士に提示し、法的な課

題について確認を依頼した。弁護士より法

的な課題について整理を得た。（資料３） 

４） 班会議での議論 

当事者からの事例収集調査の分担研究

の結果とβ版と症例検討ケースを踏まえて、

研究代表者、分担研究者、研究協力者らで

再度協議を行い、修正が必要な点を抽出し

た。 
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Ｃ．結果 

１） β版の作成 

５名の医師の合意が得られたものは、

Ver.5であった。これをβ版とした。（資料１） 

２） β版を用いて分析した症例検討

ケースの作成 

両立支援外来を担当している医師２名が

各１ケースを作成した（資料２）。２ケースの

性年齢、病名、職場要因、医学適正の評価

は下記である。 

 

①50代男性 

【病名】：亜急性心筋梗塞 

【職場要因 

#交代勤務 

#乗降動作が多い仕事 

#台車で 100kg以上の荷物の運搬 

 【医学的適性の評価】 

 運動耐容能を超える運動負荷がかか

ると心不全を発症する。 

 血圧管理、血糖管理、脂質管理を行わ

ないと再発の可能性が高まる。 

  

②40代男性 

 【病名】：膵癌 

【職場要因】 

#フォークリフト運転  

#自家用車での通勤 片道 10分 

【医学的適性の評価】 

 病状の進行や治療の副作用(しびれ、

倦怠感、眠気等)の出現が予想される。 

 オピオイド内服中であり、自動車運

転が制限される。 

 

３） β版に対する弁護士による課題

の確認 

医学的適性の評価、及び労働者の承諾

に関する法的観点からの考察を研究協力

者の弁護士より得た。 

 

「第１ 主治医による医学的適性の評価を

得る必要性 

１ 安全配慮義務が安全衛生法の義務を

包摂することの帰結 

事業者の安全配慮義務（労働契約法５条）

は、労働災害防止のための最低基準としての

労働安全衛生法（同法３条１項参照）に規定

される、健康保持増進のための措置義務を包

摂している。そして労働安全衛生法においては、

事業者が健康保持増進のための措置を行う

にあたって、医学的評価を踏まえることが繰り返

し求められている。以下がその一例である。 

 

・ 事業者は労働者に対し医師による健康

診断を行い、その結果に基づき、当該労働者

の健康を保持するために必要な措置について、

医師の意見を聴かなければならない（同法６６

条、６６条の４）。 

・ 事業者は、医師又は歯科医師の意見を

勘案し、その必要があると認めるときは、当該

労働者の実情を考慮して、就業場所の変更、

作業の転換、労働時間の短縮、深夜業の回

数の減少等の措置を講じなければならない

（同法６６条の５）。 
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・ 事業主が、心臓、腎臓、肺等の疾病で

労働のため病勢が著しく増悪するおそれのある

ものにかかった者等について、就業を禁止しよ

うとするときは、あらかじめ産業医その他専門の

医師の意見を聞かなければならない（同法６８

条、労働安全衛生規則６１条）。 

このように、安全配慮義務が労働安全衛生

法の義務を包摂することの帰結として、事業者

が労働者の就業上の安全に関わる措置を検

討する際には、医学的評価を踏まえることが求

められる。 

２ ガイドラインの留意事項による帰結 

事業場における治療と仕事の両立支援の

ためのガイドライン（以下「ガイドライン」という。）

中、「治療と仕事の両立支援を行うに当たって

の留意事項」には、以下の指摘がある。 

           記 

・ 症状や治療方法などは個人ごとに大きく

異なるため、個人ごとに取るべき対応やその時

期等は異なるものであり、個別事例の特性に

応じた配慮が必要であること（留意事項（５）） 

・ 治療と仕事の両立支援の対象者は、疾

病の症状や治療の副作用、障害等によって

業務遂行能力が一時的に低下する場合があ

り、事業者には、健康状態や業務遂行能力も

踏まえた就業上の措置等が必要となること（留

意事項（３）） 

・ 治療と仕事の両立支援に当たっては、疾

病を抱える労働者本人が、主治医の指示等

に基づき、治療を受けること、服薬すること、適

切な生活習慣を守ること等、治療や疾病の増

悪防止について適切に取り組むことが重要で

あること（留意事項（２）） 

すなわちガイドラインが定める両立支援にお

いては、労働者の症状や治療方法の個別性

に応じた対応が必要となる。また、両立支援の

ために事業主、労働者本人が取り組むべき措

置・行動は、疾病や治療に関する医学的評

価に基づきその具体的内容が定められること

になる。 

以上のことから、両立支援に向けた措置を

検討する前提として、主治医による健康状態

や必要な治療等の検証に基づく、仕事への

医学的適性の評価が求められる。 

３ 健康状態の評価が身分に影響する場

面において、主治医意見の尊重を述べる裁判

例の存在 

労働者の健康状態については、主治医に

比して、事業場や職務内容の実情に接する

機会の多い産業医に評価を得ることも重要で

ある。 

しかしながら裁判例上、傷病による休職から

の復帰判断の場面において、①労働者の身

分に決定的な影響を及ぼし得ることから、主治

医の意見を原則として充分に尊重するべきで

あるとする裁判例（仙台地裁昭和６１年１０月１

７日・マルヤタクシー事件判決）や、②メンタル

ヘルスに関する事案ではあるが、事業者が主

治医から，治療経過や回復可能性等につい

て意見を聴取しないことが不備な対応であるこ

とを指摘する裁判例（東京地裁平成２２年３月

２４日・J学園事件判決）がある。 

この点、両立支援の措置は、労働者の職

務内容、配置、労働時間、それに伴う待遇面
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の変更を伴うものであって、健康状態の評価が

労働者の身分に影響する場面であるから、休

職からの復帰判断の場面同様、主治医意見

の尊重が求められるものと考えられる。 

４ 小括 

以上で述べた、安全配慮義務の性質、ガイ

ドラインの指摘、及び健康状態の評価が身分

に影響する場面における裁判例を踏まえれば、

両立支援に伴う安全配慮上の課題に関し、

事業者が安全配慮義務を適切かつ十分に履

行したといえるためには、主治医に、健康状

態・機能障害・医療状況を十分に確認し、仕

事に対する医学的適性の評価をしてもらうこと

が不可欠である。 

反対に、そのような主治医による医学的適

性の評価を経ない場合、疾病や治療の個別

性に応じた適切な措置を講じることが困難であ

る。また、事業者が主治医の評価を得る努力

もせずに何らかの措置を講じたとしても、安全衛

生法上の措置義務を包摂する安全配慮義務

を果たしたものと評価される可能性は低いと思

料する。 

第 2 労働者が承諾すれば即、免責では無

いこと 

両立支援においては疾病を抱える労働者

本人が、治療や疾病の増悪防止について適

切に取り組むことが重要であるし（ガイドライン留

意事項（２））、事業者がとる人事上の措置に

対する労働者の理解・納得が、円滑な措置

の実施に不可欠である。そこで、事業者として

は、両立支援を、労働者との対話を通して承

諾を得ながら取り組まなければならない。 

ただし労働者の承諾は、使用者の安全配

慮義務を免責あるいは軽減する意味は持たな

いと考える。すなわち、「労働者が了解していた

から長時間労働や負荷が大きい仕事も任せ

た」という主張は事業者の弁明にはならない。

その根拠は、以下である。 

１ 事業者は、労働者の申し出の有無に関

わらず適切な業務配分を行う義務を負うこと 

システムコンサルタント事件判決（東京高裁

平成１１年７月２８日判決）においては、「使用

者は、高血圧が要治療状態に至っていること

が明らかな労働者については、高血圧に基づ

く脳出血などの致命的な合併症が発生する

蓋然性が高いことを考慮し、健康労働者よりも

就労内容及び時間が過重であり、かつ、高血

圧を増悪させ、脳出血等の致命的な合併症

を発症させる可能性のあるような精神的及び

肉体的負担を伴う業務に就かせてはならない

義務を負うというべきであり、このことは労働者

から業務軽減の申出がされていないことによっ

ても、何ら左右されるものではない」と判断され

ている。この裁判例が指摘するように、事業者

は、労働者からの申出の有無に関わらず、適

切な業務配分を行う義務を負う。 

２ 労働者が、病状の業務への影響等を正

しく申告せず就労を継続しようとする可能性が

あること 

最高裁平成２６年３月２４日・東芝事件判

決においては、健康情報のうち、メンタルヘル

スに関する情報に関してではあるが、通院，そ

の診断に係る病名，薬剤の処方等に関する

情報は，人事考課等に影響し得る事柄として
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通常は職場において知られることなく就労を継

続しようとすることが想定される性質の情報であ

る旨の指摘がされている。 

本プロセス案で想定する両立支援の対象

疾患は、がん、脳卒中、心疾患等の反復継

続して治療が必要となる疾患である。このような

対象疾患の特徴に鑑みると、メンタルヘルス

関連疾患同様、労働者の健康情報の中でも

特に機微な情報であり、労働者にとっては、自

らの病状や、その業務への影響等をありのまま

伝えることによって、今後の職務内容や配置、

人事考課等に影響が生じることを強く懸念する

性質の情報に当たるものと考えられる。 

したがって労働者が、病状やその影響を軽く

申告する、あるいは職場内の立場を維持した

いとの心情から、多少無理をしてでも事業者か

ら提示された業務や作業時間を承諾する可能

性は多分に存在する。 

３ 小括 

以上の通り、事業者は、労働者の申し出の

有無に関わらず適切な業務配分を行う義務を

負う一方、労働者が、病状の業務への影響

等を正しく申告せず就労を継続しようとする可

能性がある。これらのことからすれば、労働者

の承諾は、使用者の安全配慮義務を免責あ

るいは軽減する意味は持たないものと思料する。 

したがって、両立支援の取り組みは、プロセ

ス案が指摘するように、仕事への医学的適性

や、適応についての医学的専門家による評価

を基礎にして行われなければならない。労働者

の承諾は、労働者自身の取り組みの促進や、

健康配慮と就労のバランスを取るための複数

の手段のうちどれを選択するかの判断材料と

なる、といった面に主要な意義があると考える。」 

 

５） 班会議での議論 

当時者からの事例収集調査（がん等、難

病）の分担研究結果を踏まえて、研究代表

者および研究分担者、研究協力者で議論

を行った。なお、研究代表者と研究分担者

４名は、産業衛生学会指導医かつ両立支

援外来を担当している医師である。また、

研究分担者１名は法学者である。研究協

力者として、弁護士１名、両立支援外来を

行っている医師４名が参加した。 

課題として下記の８つが挙げられた。 

① 適切なリスク評価は困難である 

・ケースでは「リスク」の有無のみが分か

っており、適切な評価ができない。ケース

以外の事例も、医学的なエビデンスがな

いことが多く、適切なリスク評価が困難

である。 

②本人と職場の意向確認を行うタイミン

グについて 

プロセス案では、リスクリダクションを

行った上で、それでも残存しているリス

クを本人と職場に提示し、判断を求めて

いる。この時点での選択の余地が狭まる

可能性がある。最初に、職場に対して受け

入れの意向、本人に対して就労の意向を

確認する必要があるのではないか。 

③医学的なエビデンスと労使のコンセン

サスの関係 

・医学的なエビデンスは重要視すべきだ
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が、リスクが一定程度残存しても、職場で

受け入れるかどうか労使のコンセンサス

を認める余地を作っていく必要性がある

のではないか。 

・労使の自己決定をどの程度重視するか 

・本人の意思と会社の意向をどのように

尊重するか 

 

④プロセス案の硬直化への懸念 

・プロセス案が法律のように厳格に運用

される可能性 

・プロセスの過度な標準化による弊害の

懸念 

⑤労働機会喪失のリスク 

厳格に運用されることにより、多くの人

が働く機会を失う可能性もあるのではな

いか。 

⑥リスク情報の共有と理解 

・労使間で情報量に差があることへの対

応  

・労働者が適切な判断をするための情報

提供の必要性 

⑦プロセスの実行性 

企業が実際に使えるプロセスであるかの

検証 

⑧プロセスを誰が中心となって進めるべ

きか（産業医か人事か） 

選定方法と権限 

 

⑨用語の適切性 

「リスク」という用語の使い方 

「リスクテイキング」より「リスクシェア

リング」の概念の方が適切かどうか 

Ｄ．考察 

疾病に関連した安全配慮上の危険性が

残存する場合のプロセス案を作成した。プロ

セスを履行することで安全配慮義務の履行

は十分な可能性があるものの、プロセスを利

用もしくは厳格な運用をすることにより、労働

機会の損失に繋がる可能性が指摘された。

また、プロセスの実効性（情報共有と理解、

誰がこのプロセスを運用するか）にも疑問が

残った。 

プロセスを運用する場合、事業主や産業

保健スタッフは、安全配慮上の危険性以外

に、労働者の収入の減少などのリスクや事

業者にとってコスト負担などのリスクなども加

味した総合的な判断を行うことが求められる。

比較が困難な多様なリスクが存在している中

で仲介者の存在が必要であり、現時点では

独立性が法的に担保されている産業保健ス

タッフが担うことが望ましいと考えられた。産

業保健スタッフが不在であるなどの場合に

おいては両立支援コーディネーターを積極

的に活動させることも一つの案である。一方

で、産業保健スタッフ自体が、リスクに関す

る十分な知識を持っていない場合、過剰リス

ク対応の指示・助言が事業者や労働者にな

されることで、労働者の安全以外のすべて

のステークホルダーのあらゆるリスクが上昇

していることを認識することの重要性が示唆

された。これらの課題を考慮して、プロセス

案を修正する必要がある。 
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E．結語 

 疾病に関連した安全配慮上の危険性が残

存する場合のプロセス案を作成した。有用

性と実効性を高めるプロセスを次年度作成

する。 

 

F. 健康危険情報 

なし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 なし 

2.学会発表 なし 

H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

I.文献 

なし
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（資料１） 

Ver.05 

治療と仕事の両立支援に伴う、身体疾患関連の安全配慮上の課題に対し、 

事業主が安全配慮義務を適切かつ十分に履行したといえるプロセス 

 

0 )このプロセスを実行するための教育 

⚫ 対象：事業場関係者、産業医、産業保健職 

⚫ 内容：治療と仕事の両立支援、産業保健、労務、法律、等 

 

1）仕事への医学的適性の評価 

主治医に、健康状態・機能障害・医療状況を確認し、医学的適性の評価をしてもらう。 

⚫ 疾患関連の課題に関する意見（主治医）： 

 主治医が医学的禁忌（病状悪化の可能性、事故の恐れ）と判断した動作・行動 

 主治医が障害などの身体的な制約で、身体的・心理的負担が高まると判断した動作・行

動 

 今後の治療スケジュール、予後 

 

2）仕事への適応を評価 

産業医等専門家に、従来の配置/希望する働き方での安全な業務遂行に関する不確実性の予測・意

見をしてもらい、本人と対話しながら、評価する。 

⚫ 安全衛生上のリスクを整理、産業医の意見： 

 環境条件：疾病悪化の可能性がある有害環境、事故の恐れの高い環境・通勤 

 作業条件：疾病悪化の可能性がある作業、事故の恐れが高い作業 

 自己健康管理の条件：治療・通院アドヒアランス、自助努力の状況 

⚫ 労務上の課題を整理（例：同僚への影響） 

 

3) リスクリダクションの検討 

適応度を上げる配慮を含む、安全衛生上のリスクを低減する対策を検討する 

 環境の整備：設備改善、リスク悪化を報告できる環境、通院環境、通勤環境 

 作業の調整：勤務時間の調整、作業内容の変更・減免、作業手順の見直し 

 健康管理への支援：始業時・就業中の体調チェック、服薬・医療指導の順守をチェッ

ク、病状・治療状況のフォローアップ、必要な範囲に疾患開示をさせる 

 緊急時の対応（急な体調悪化、事故発生）：応急処置・連絡手順・医療機関への受診等の

対応の明確化、シミュレーション 

 

4）リスクコミュニケーション、リスクテイキング 

⚫ リスクコミュニケーション： 

 リスクリダクション後の残存リスクを見積もる。 
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 残存リスクについて正確な情報を本人に提供し、対話によって、本人と事情主双方の納

得した意思決定を促す。 

 家族・同僚にも状況を説明し、教育する。 

 不安への対応：本人・職場の意見を聴取し、リスクリダクションに反映する。過不足な

い周囲への疾患開示を支援する。 

⚫ リスクの移転：必要時、保険や社会的資源を準備する。 

⚫ リスクテイキング 

 事業主：残存リスクを容認する。 

 労働者本人：残存リスクがある中での就労に同意する。 

⚫ 法律家に、検討の結果について、法的/就業規則上の懸念点をチェックしてもらう。 

 

6）見直し  →1）へ 

 病状・治療に変化が生じた場合、職場・仕事に変化が生じた場合 

 定期的な再評価で、残存リスクが高まったと判断する場合 
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(資料 2) 

50 歳台 男性  

病名：亜急性心筋梗塞 

【現病歴】 

X 年 Y 月初旬から胸痛を自覚するようになった。Y 月 17 日にこれまでで最も

強い胸痛を自覚し、胸部違和感が持続したため Y 月 20 日に近医受診した。心

電図変化を認め、亜急性心筋梗塞の疑いで当院に転院搬送された。精査の結果、

亜急性心筋梗塞と診断され Y 月 22 日に経皮的冠動脈形成術を施行された。術

後は明らかな合併症なく、心臓リハビリテーションと内服治療を開始され Y＋

1 月 6 日に退院した。退院後、外来で心臓リハビリテーションを継続し退院か

ら 3 ヶ月後に運動耐容能検査（運動負荷の上限を図る検査）で再評価したとこ

ろ改善を認めた。 

【医学的適性の評価】 

⚫ 運動耐容能を超える運動負荷がかかると心不全を発症する。 

⚫ 血圧管理、血糖管理、脂質管理を行わないと再発の可能性が高まる。 

 

職場はタイヤ製造工場で、主な仕事内容は動力車を使用してのタイヤの運搬と

フォークリフトでの材料搬送と機械操作、作業の合間にゴムくずの回収のため

100kg 以上の台車を押す作業がある。勤務形態は三交代勤務であった。動力車

とフォークリフトの乗りかえ時に、乗降の動作による運動負荷が高い。 

 

退院から２週間後に復職し、日勤のみで現場作業は行わずに事務所で書類の整

理や文書の作成を行っていた。退院から 3 ヶ月後の経過が良好であったことを

知って、本人と職場が現場作業を伴う交代勤務への復帰を希望した。 

【疾病要因】 

#亜急性心筋梗塞後 

#心機能低下による運動耐容能低下 

#高脂血症 

【職場要因】 

#交代勤務 

#乗降動作が多い仕事 

#台車で 100kg 以上の荷物の運搬 

【本人要因】 

#安静による筋力低下（Y 月 20～25 日ベッド上安静） 

#外来心臓リハビリテーションの継続希望 
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労働者の疾患関連の健康リスクに対し、事業主が安全配慮義務を履行するプロ

セス 

0）このプロセスを実行するための教育 

⚫ 対象：事業場関係者、産業医、産業保健職 

⚫ 内容：治療と仕事の両立支援、産業保健、労務、法律、等 

 

1）仕事への医学的適性の評価 

主治医に健康状態・機能障害・医療状況を確認し、医学的な見通しを評価をし

てもらう。 

・ 入院中：カテーテル検査による評価、心臓エコー検査、運動耐容

能検査、血液検査による評価を実施。 

・ 退院後：外来で心臓リハビリテーションを継続し 3 ヶ月後に運動

耐容能検査で再評価し改善 

・ 治療後に自覚症状なし 

・ 経過は良好で再狭窄の兆候なしと判断。 

⚫ 疾患関連の課題に関する意見（主治医）： 

・ 運動耐容能を超える運動負荷がかかると心不全を発症する。 

・ 血圧管理、血糖管理、脂質管理を行わないと再発の可能性が高ま

る。 

 主治医が医学的禁忌（病状悪化の可能性、事故の恐れ）と判断した動

作・行動 

・ 運動耐容能を超える運動負荷。 

・ 内服・通院の中断。 

 主治医が障害などの身体的な制約で、身体的・心理的負担が高まる

と判断した動作・行動 

・ 該当なし 

 今後の治療スケジュール、予後 

・ 内服継続。 

・ 半年後に画像検査で治療経過をフォローアップ。 

 

2）仕事への適応を評価 

産業医等専門家に、従来の配置/希望する働き方での安全な業務遂行に関する

不確実性の予測・意見をしてもらい、本人と対話しながら、評価する。 

・ 睡眠不足し交感神経優位状態が長時間持続すると心負荷が増大

し心不全になる可能性。 

・ 睡眠不足し交感神経優位による血圧高値が長時間持続すると動

脈硬化が加速し再梗塞する可能性。 

・ 重量物の取り扱い作業が運動耐容能を超える可能性あり。 

⚫ 安全衛生上のリスクの整理、産業医の意見： 

 環境条件：疾病悪化の可能性がある有害環境、事故リスクの高い環境・

通勤 

・ 人員構成に余裕がなく体調不良時に休憩を申し出にくい。 

 作業条件：疾病悪化の可能性がある作業、事故リスクが高い作業 

・ 交代勤務 

・ 動力車とフォークリフトの乗り換えによる頻回の乗降動作。 

・ 台車で 100kg 以上の荷物の運搬作業 

 自己健康管理の条件：治療・通院アドヒアランス、自助努力の状況 

・ 通院・治療アドヒアランス良好 

・ 外来リハビリテーションへ意欲的に取り組んでいる。 

⚫ 労務上のリスクの整理（例：同僚への影響リスク等） 

・ 欠員分は早出と残業でカバーしているため、長期間交代勤務に戻

れないと同僚の負担が持続する 
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3) リスクリダクションの検討 

適応度を上げる配慮を含む、安全衛生上のリスクを低減する対策を検討する 

 環境の整備：設備の改善、負担やリスク悪化を報告できる環境、通

院環境、通勤環境 

・ チームの人数を 1 名増員し、体調不良時に休憩を申し出やすい環

境へ配慮 

 作業の調整：勤務時間の調整、作業内容の変更・減免、作業手順の見

直し 

・ 台車で 100kg 以上の荷物の運搬作業の免除。 

 健康管理への支援：始業時・就業中の体調チェック、服薬・医療指導

の順守をチェック、病状・治療状況のフォローアップ、必要な範囲に

疾患開示をさせる 

・ 脈の取り方、アプリを使った脈の確認方法を指導 

 緊急時の対応（体調悪化、事故発生）：応急処置・連絡手順・医療機関

への受診等の対応の明確化、シミュレーション 

・ 息切れ出現時や一時的に脈拍数が１２０程度となる場合は速や

かに休憩がとれるように配慮ください。改善がない場合は速やか

に病院受診させてください。（意見書）  

 

4）リスクコミュニケーション、リスクテイキング 

⚫ リスクコミュニケーション： 

 リスクリダクション後の残存リスクを見積もる。 

 残存リスクについて正確な情報を本人に提供し、対話によって、本

人と事情主双方の納得した意思決定を促す。 

・ 交代勤務は医学的な禁忌ではないが、一般的に心筋梗塞の発症リ

スクを高めること、患者は再発予防のための内服治療を継続して

いることを職場に説明。 

・ 一般的に交代勤務は心疾患のリスクを高める事、リスクは 0 には

ならないことを本人に説明 

 家族・同僚にも状況を説明し、教育する。 

・ 該当なし 

 不安への対応：本人・職場の意見を聴取し、リスクリダクションに

反映する。過不足ない周囲への疾患開示を支援する。 

・ 職場に対して就労に関する意見書の発行 

⚫ リスクの移転：必要時、保険や社会的資源を準備する。該当なし 

⚫ リスクテイキング 

 事業主：残存リスクの容認 

・ 意見書に対する返書で配慮事項の変更等の申し出なし 

 労働者本人：残存リスクがある中での就労に同意する 

・ 「交代勤務が一般的に心疾患のリスクであることは理解した。し

かし、給与の大部分を残業や夜勤手当に依存していたので交代勤

務をしないと経済的に厳しい状況。医学的禁忌でないのであれば

交代勤務に復帰したい。（本人）」 

⚫ 法律家に、検討の結果について、法的/就業規則上の懸念点をチェックし

てもらう。 

 

 

6）見直し  →1）へ 

 病状・治療に変化が生じた場合、職場・仕事に変化が生じた場合 

 定期的な再評価で、残存リスクが高まったと判断する場合 
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（資料２続き） 

40 歳代 男性  

病名：膵体部癌 

【現病歴】 

X 年 2 月より食後の胃もたれを自覚、5 月初旬に胃痛を認め前医を受診した。

タケキャブおよび整腸剤処方されるも改善に乏しく、6 月 3 日の血液検査で腫

瘍マーカー高値(CA19-9 233.8, Span-1 抗原 160, DUPAN-2 198)を認め、膵癌

疑いで 6 月 13 日に当院第三内科を紹介受診した。精査の結果、膵体部癌 Stage 

Ⅳの診断で、6 月 24 日にポート造設後、6 月 28 日より FOLFIRINOX 療法が

開始された。開始後吃逆に伴う食思不振があったがコントミン内服で症状改善

した。癌性疼痛があり、NSAIDs では疼痛コントロール不良であったため、6

月 29日よりオキノームが開始された。化学療法開始後の体調安定を確認され、

7 月 5 日に退院した。退院後も 2 週間に 1 回の外来化学療法を継続した。 

【医学的適性の評価】 

⚫ 病状の進行や治療の副作用(しびれ、倦怠感、眠気等)の出現が予想される。 

⚫ オピオイド内服中であり、自動車運転が制限される。 

 

職場は塗料製造工場で、勤続 25 年。休職前は主に塗料調合作業およびドラム

缶の移動等の作業に従事していた。X 年 7 月 6 日に復職後は、職場から身体的

負荷が高い作業を避ける配慮を受けており、ラベル貼り、フォークリフトの運

転、最大 17kg の荷物を手作業で移動させる業務(作業時間：5-10 秒程度)、他

の作業員の手伝い等の軽作業に従事していた。有機溶剤(トルエン、キシレン)

を扱う作業は行っていなかったが、有機溶剤を扱う作業場にいる際は保護具を

着用していた。 

 

現在の職場は、癌治療中の労働者の就労支援の経験がなく、化学療法中は休職

した方が良いと考えられていた。可能な限り長く就労を継続することを希望し

ており、今後の働き方について職場と会話するために情報提供することを本人

が希望した。 

 

【疾病要因】 

#膵体部癌 StageⅣ  

#癌性疼痛 オピオイド内服中  

#体力低下  

#易感染 

【職場要因】 

#フォークリフト運転  

#自家用車での通勤 片道 10 分 

【本人要因】 

#就労継続を強く希望  
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労働者の疾患関連の健康リスクに対し、事業主が安全配慮義務を履行するプロ

セス 

0）このプロセスを実行するための教育 

⚫ 対象：事業場関係者、産業医、産業保健職 

⚫ 内容：治療と仕事の両立支援、産業保健、労務、法律、等 

 

1）仕事への医学的適性の評価 

主治医に健康状態・機能障害・医療状況を確認し、医学的な見通しを評価をし

てもらう。 

・ 入院中：超音波内視鏡下穿刺吸引生検、造影 CT 検査、血液検査

による評価を実施。 

・ 退院後：外来で化学療法を継続。 

⚫ 疾患関連の課題に関する意見（主治医）： 

・ 病状の進行や治療の副作用(しびれ、倦怠感、眠気等)の出現が予

想される。 

・ オピオイド内服中であり、自動車運転が制限される。 

 主治医が医学的禁忌（病状悪化の可能性、事故の恐れ）と判断した動

作・行動 

・ 通院・治療の中断。 

・ 眠気や集中力低下がある際の自動車運転。 

 主治医が障害などの身体的な制約で、身体的・心理的負担が高まる

と判断した動作・行動 

・ 該当なし。 

 今後の治療スケジュール、予後 

・ 外来化学療法継続。 

・ 5 年生存率 1.6%。 

 

2）仕事への適応を評価 

産業医等専門家に、従来の配置/希望する働き方での安全な業務遂行に関する

不確実性の予測・意見をしてもらい、本人と対話しながら、評価する。 

・ 化学療法の継続により末梢神経障害が生じた際は、手先を使う作

業や運転作業に支障する可能性。 

・ オピオイド内服の継続・増量等により、運転中に眠気が生じた際

に、事故や怪我を生じる可能性。 

⚫ 安全衛生上のリスクの整理、産業医の意見： 

 環境条件：疾病悪化の可能性がある有害環境、事故リスクの高い環境・

通勤 

・ 自家用車での片道 10 分の通勤。 

 作業条件：疾病悪化の可能性がある作業、事故リスクが高い作業 

・ フォークリフトの運転。 

 自己健康管理の条件：治療・通院アドヒアランス、自助努力の状況 

・ 通院・治療アドヒアランス良好。 

・ 体調不良時は自身で申し出ることが可能。 

⚫ 労務上のリスクの整理（例：同僚への影響リスク等） 

・ フォークリフト運転中に事故が発生した際に、同僚が巻き込まれ

る可能性。 
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3) リスクリダクションの検討 

適応度を上げる配慮を含む、安全衛生上のリスクを低減する対策を検討する 

 環境の整備：設備の改善、負担やリスク悪化を報告できる環境、通

院環境、通勤環境 

・ 体調不良時に作業の交替や休憩を申し出やすい環境の整備。 

 作業の調整：勤務時間の調整、作業内容の変更・減免、作業手順の見

直し 

・ フォークリフト運転作業の制限。 

 健康管理への支援：始業時・就業中の体調チェック、服薬・医療指導

の順守をチェック、病状・治療状況のフォローアップ、必要な範囲に

疾患開示をさせる 

・ 受診時に毎回オピオイドの使用状況、眠気の状況を確認。 

 緊急時の対応（体調悪化、事故発生）：応急処置・連絡手順・医療機

関への受診等の対応の明確化、シミュレーション 

・ 化学療法の副作用で、免疫が低下している状態です。感染症を疑

う症状出現の際は早めに受診できるようご配慮ください。（意見

書）  

 

4）リスクコミュニケーション、リスクテイキング 

⚫ リスクコミュニケーション： 

 リスクリダクション後の残存リスクを見積もる。 

 残存リスクについて正確な情報を本人に提供し、対話によって、本

人と事情主双方の納得した意思決定を促す。 

・ 薬剤の添付文書上、オピオイド内服中の運転は禁忌。 

・ 書籍「脳卒中・脳外傷者の自動車運転に関する指導指針」を参照

すると、眠気等の有無を確認し自覚があった場合は運転禁忌と考

えられる。 

・ 本人に、職場での事故を防ぐためフォークリフトの運転業務は避

ける必要があること、通勤時の運転については眠気がある際は運

転してはいけないことを説明。 

 家族・同僚にも状況を説明し、教育する。 

・ 該当なし。 

 不安への対応：本人・職場の意見を聴取し、リスクリダクションに

反映する。過不足ない周囲への疾患開示を支援する。 

・ 職場に対して就労に関する意見書の発行。 

⚫ リスクの移転：必要時、保険や社会的資源を準備する。 

・ 該当なし。 

⚫ リスクテイキング 

 事業主：残存リスクの容認 

・ 事業所の産業医より意見書への返書上で「自動車運転については

本人に状態を確認するという対応で良いか」と問い合わせあり。 

 労働者本人：残存リスクがある中での就労に同意する 

・ 「眠気や集中力が低下している状態で運転すると危険なことは

理解した。自家用車での通勤が制限されると、徒歩の場合は 30-

40 分、公共交通機関利用の場合は 1 時間以上を要するため、通

勤自体が困難となる。いずれにしても、運転ができないような体

調になったら、仕事をすることも困難だろうと考える。（本人）」 

⚫ 法律家に、検討の結果について、法的/就業規則上の懸念点をチェックし

てもらう。 

 

 

6）見直し  →1）へ 

 病状・治療に変化が生じた場合、職場・仕事に変化が生じた場合 

 定期的な再評価で、残存リスクが高まったと判断する場合 


























